
【第２次　高知県ＤＶ被害者支援計画　平成24年度事業進捗管理表】

実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

   ＤＶ被害者を地域で見守る環境
づくりを進めるため、市町村、社会
福祉協議会、民生・児童委員など
で構成するブロック会議を開催す
る。（２ブロック）

   これまで、市町村ＤＶ担当課と
十分連携がとれていない、また、
主たる関係機関が福祉部門であ
ることから事前調整に時間をか
ける必要がある。

  ・ＤＶ被害者を地域で見守る環境づくりを進めるた
め、市町村、社会福祉協議会、民生・児童委員な
どで構成するブロック会議を開催した。
   ・ 幡多ブロック　35名
　・香美市・香南市・南国市ブロック　42名

・関係機関との連携が図られ、講演やケーススタ
ディにより、関係者のＤＶに対する正しい理解と啓
発が図られた

・庁内をはじめとして福祉部門との連携
が弱い。特に、市町村の福祉担当課や
各種福祉団体とのつながりがなかった
が、ブロック会出席団体とのつながりが
できた

・未開催地域との情報の差ができないよ
う、残りのブロックの早期開催が必要

  ・ＤＶ被害者を地域で見守る環境
づくりを進めるため、市町村、社会
福祉協議会、民生・児童委員など
で構成するブロック会議を開催す
る。（５ブロック）

・ブロック会未開催地区への説明と
協力依頼

ブロック別関係機関連絡会議の開
催があり参加要請があれば出席す
る。

ブロック別関係機関連絡会議が
行われていない。

ブロック別DV関係機関連絡会議に出席した。（中
央東、幡多）

関係機関間の連携意識が深まった。
ブロック別関係機関連絡会議の
開催があり参加要請があれば出
席する。

全てのブロックでは関係機関連絡
会議が開催されていない。

相談員スキルアップ研修の実施
専門性の向上に寄与する相談員
スキルアップ研修の内容と講師
選定

・女性の立場を理解し、ジェンダーに敏感な視点を
養うとともに、フェミニズムの視点で相談業務に従
事できるよう、県内相談機関の相談員を対象とした
研修を３回実施した。
・①震災などもしもの時の相談対応～被災地支援
から見えてきたジェンダー問題～参加者20名
②相談・支援のための基礎知識～公正証書の作り
方、調停の活用のコツ、面接交渉～参加者25名
③相談面談時に必要な技法～コミュニケーション
技術～参加者35名
各方面からの参加があり、意識の向上や情報の提
供が得られた。

毎年参加する機関が少しづつ違うこと
やカウンセリングの技法は演習を重ね
ることによりスキルアップが見込まれる
ことから継続的に実施することが必要で
ある。

相談員スキルアップ研修の実施
や研修への参加（H25.4修正）

相談員のDV対応に関する専門性
の向上や参加団体の拡充（H25.4
修正）1
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計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

女性相談支援セン
ター
福祉保健所
県民生活･男女共
同参画課

●ＤＶ対策連携支援ネッ
トワークの専門性の向上

と支援の輪の拡大

ソーレ
県民生活･男女共
同参画課
女性相談支援セン

   ＤＶ被害者支援等を行う関係機
関等集まりであるＤＶ対策連携支
援ネットワークの連絡会議及び専
門研修を１回開催

   参加機関の拡大の検討（町村）

   専門研修は、徐々にレベル
アップを図ればいいが、担当者
の異動等もあり参加機関の平準
化がかなり困難である。

   市町村は、市（福祉事務所）の
み参加しているが、これまであま
り研修等を受けていない町村と
のレベル差をどう埋めていくかの
検討を要する。

  ・ＤＶ被害者支援等を行う関係機関等集まりであ
るＤＶ対策連携支援ネットワークの連絡会議及び
専門研修を開催した。
　・３４団体６２名

  ・関係機関との連携が図られ、講演やケーススタ
ディにより、関係者が専門知識を習得することがで
きた

・参加機関の拡大の検討が必要

   ＤＶ被害者支援等を行う関係機
関等集まりであるＤＶ対策連携支
援ネットワークの連絡会議及び専
門研修を１回開催

   専門研修は、徐々にレベルアッ
プを図ればいいが、担当者の異動
等もあり参加機関の平準化がかな
り困難。

   市町村は、市（福祉事務所）のみ
参加しているが、これまであまり研
修等を受けていない町村とのレベ
ル差をどう埋めていくかの検討を要
する。

●市町村との連携強化

   ブロック別関係機関連絡会議を
２ブロックで実施

   市町村訪問等によるＤＶ被害者
支援計画の周知（15程度）

   広報素材の提供等による市町村
の支援

   第２次計画では、市町村の役
割が大きくなっているが、市町村
にその意識はあまりないと思わ
れる。そのため、市町村が主体
的にＤＶ被害者支援に取り組む
意識づくりと、市町村が支援する
にあたっての、情報提供や研修
等の側面支援を行う必要があ
る。

  ・ＤＶ被害者を地域で見守る環境づくりを進めるた
め、市町村、社会福祉協議会、民生・児童委員な
どで構成するブロック会議を開催した。
   ・ 幡多ブロック　35名
　・香美市・香南市・南国市ブロック　42名

○市町村への個別訪問
・市町村を訪問して男女プランの策定を働きかける
とともに女性の参画促進についても啓発を行った
１市６町

・訪問した市町村では男女共同参画の必要性につ
いて認識を再確認し、１町で計画策定に向けた取
組が始まった。

○市町村への広報文案の情報提供　１回

・広報文案を元に、自主的に広報に取り組む市町
村が見られる。

・市町村の福祉担当課や各種福祉団体
とのつながりがなかったが、ブロック会
出席団体とのつながりができた

・会の開催を継続し、市町村とのつなが
りを強化して、情報提供等を行っていく
ことが重要

・男女計画の一部をＤＶ計画とみなすこ
とで、ＤＶ計画が策定となることを情報
提供して、市町村の意識啓発をはかる
ことが有効

・市町村が自主的に広報に取り組む際
に広報文案が参考になっている

  ・ＤＶ被害者を地域で見守る環境
づくりを進めるため、市町村、社会
福祉協議会、民生・児童委員など
で構成するブロック会議を開催す
る。（５ブロック）

・男女計画の一部をＤＶ計画とみ
なすことで、ＤＶ計画が策定となる
ことを情報提供して、市町村の意
識啓発をはかる

・市町村計画策定の手引きを活用
しながら、計画を策定、改定する
市町村を支援する。

・市町村広報等を通じて、地域住
民に対してDVを含めた人権問題
の啓発を行うよう働きかける。

・ブロック会未開催地区への説明と
協力依頼

・訪問市町村の検討

・市町村の参考になる広報文案の
作成と早期の情報提供
・市町村が主体となった広報の取
組の推進

県民生活･男女共
同参画課
女性相談支援セン
ター
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

他の相談機関との情報共有及び
連携

定期的に情報交換ができる会議
の設定

11月19日開催のDV対策連携支援ﾈｯﾄﾜｰｸ会議及
び専門者研修会に参加。DV対策に取り組んでいる
関係機関が一堂に会しており、関係機関の取り組
み状況や事例を通じた現状の把握や課題を学ぶこ
とができた。

DV対策連携支援ﾈｯﾄﾜｰｸ会議などDV被
害者支援関係機関会議による情報共有
と連携

他の相談機関との情報共有及び
連携

定期的に情報交換ができる会議へ
の積極的な参加（H25.4修正）

担当者等を通じた関係機関の
情報の把握

関係機関との連携

患者にＤＶ被害の事例があり、市の相談窓口を通
じて女性相談所を紹介され、関係機関を交えたカ
ンファレンスを行うなど、適切な情報の共有ができ
た。

関係機関との連携により適切な対応が
できた。

担当者等を通じた関係機関の
情報の把握

関係機関との連携

・関係機関の会議への参加
・会議内容を実務に反映させるよ
うに検討する

・平成24年度DV対策支援ネットワーク会議出席
・保護命令申し立て事件関係機関連絡協議会への
参加

連携が密になり保護対策が抜かりなく
行えている

・関係機関の会議への参加
・研究会の実施

・署間、警察官の対応の温度差を
なくす
・警察官のＤＶに対する基礎知識
の浸透を図る

   ２回の庁内担当課担当者会を実
施
   個別事案については、担当課等
との協議を実施
   ブロック別関係機関連絡会議及
びＤＶ対策連携支援ネットワークの
開催
   関係団体等の会議などの機会を
捉えて、ＤＶ被害についての周知を
図り、の被害者支援の協力依頼や
広報につなげる。

   人事異動でそれまでの連携関
係が元に戻らないよう、連携関係
の継続性、守秘義務の徹底が求
められる。

   福祉所管部と異なることから、
福祉関係機関等との関係を築く
機会が少ないので、福祉所管課
に会議等の情報を提供してもら
える関係が必要。

・庁内担当課担当者会を開催

・ブロック別別関係機関連絡会議の開催
       ・ 幡多ブロック　35名
　　　・香美市・香南市・南国市ブロック　42名
　
・関係機関との連携が図られ、講演やケース
スタディにより、関係者のＤＶに対する正しい
理解と啓発が図られた

・会の開催により、担当部局の意識
啓発を継続していくことが重要

・市町村の福祉担当課や各種福祉
団体とのつながりを今後も構築して
くことが重要

・庁内担当課担当者会を開催
１回

・ブロック別別関係機関連絡会
議の開催ブロック別関係機関
連絡会議の開催５回

・ブロック会未開催地区への説明と
協力依頼

・庁内担当者会の開催時期の検討1
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ソーレ
県立病院課
警察本部

県民生活・男女共
同参画課

女性相談支援セン
ター

●民間支援団体との連
携及び活動助成

   ブロック別関係機関連絡会議及
びＤＶ対策連携支援ネットワークの
開催
 
   民間シェルターに対する運営費
補助

   民間支援団体が県中央部に多
いことから、各地域で支援してく
れる団体を増やす必要がある。

  ・ＤＶ被害者を地域で見守る環境づくりを進めるた
め、市町村、社会福祉協議会、民生・児童委員な
どで構成するブロック会議を開催した。
   ・ 幡多ブロック　35名
　・香美市・香南市・南国市ブロック　42名

・ＤＶ被害者支援等を行う関係機関等集まりである
ＤＶ対策連携支援ネットワークの連絡会議及び専
門研修を開催した。
　・３４団体６２名
・民間シェルターの運営費補助を行った　１団体

・参加機関の拡大の検討が必要

・民間シェルターへ継続して支援し、緊
急の保護先の確保が必要

   ブロック別関係機関連絡会議及
びＤＶ対策連携支援ネットワーク
の開催
 
   民間シェルターに対する運営費
補助

・参加機関の拡大の検討が必要

・民間シェルター増加の検討

県民生活･男女共
同参画課
女性相談支援セン
ター

県基本計画である「高知県ＤＶ被
害者支援計画」に基づく事業の実
施並びに県及び高知市との連携

ＤＶ被害の現状を反映した事業
の実施

・DV防止週間（11月12日～25日）に合わせてDV防
止講演会を11月18日に開催。　参加者102名が事
例をもとにDVの基本を学ぶことができた。
・写真展　「STAND性暴力サバイバーたちの素顔」
を11月12日～16日高知市役所ピロティ、11月17日
～18日ソーレアトリウムにて開催。11月18日には
被害者支援センターの協力により相談スペースを
設けた。

・DVや性被害に対しての周囲の理解や
支援の必要性を訴えることができた。

県基本計画である「高知県ＤＶ被
害者支援計画」に基づく事業の実
施並びに県及び高知市との連携

ＤＶ被害の現状を反映した事業の
実施

担当者会等を通じた関係機関
の情報の把握
医療相談室での相談対応

相談機関カードの設置や、相談機関のシールをト
イレに貼るなど情報提供を行った。

相談機関カード等の情報提供により相
談につながったかどうかについては把
握できない。

担当者会等を通じた関係機関
の情報の把握
医療相談室での相談対応

・関係機関の会議への参加
・各機関の計画内容、進捗状況
を把握し、実務署への指導を行う

・県下巡回指導教養の実施
・DV･ST・相談新任担当者教養の実施
・DV･ST・相談担当者全体会議の開催

・教養の実施により、全体的な基礎知識
の底上げが出来スムーズな対応が出来
ている

・全体研修会の実施
・関係機関の会議への参加

・高知県ＤＶ被害者支援計画の浸
透が浅く、認識が弱い
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ソーレ
県立病院課

人権啓発センター
警察本部

県民生活・男女共
同参画課

女性相談支援セン
ター
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

●県基本計画の策定と
取組の推進

   第２次計画の取組を各機関が着
実に実行するよう、ＰＤＣＡを活用し
た進捗管理の実施（今年度はＰの
み）
 
   庁内関係課の連絡会議の開催

   関係機関の会議等への参加

   庁内各課が事業を進めるうえ
で、常にＤＶ被害者支援の視点を
持ってくれる体制が必要。

・  第２次計画の取組を各機関が着実に実行する
よう、ＰＤＣＡを活用した進捗管理を実施した（今年
度はＰのみ）
 
 ・ 男女共同参画推進会議やこうち男女共同参画
会議への報告と検証を行った。

 ・ 定期的に進捗管理が行えている

関係課への進捗管理の徹底

 第２次計画の取組を各機関が着
実に実行するよう、ＰＤＣＡを活用
した進捗管理の実施（今年度はＰ
のみ）

   庁内各課が事業を進めるうえ
で、常にＤＶ被害者支援の視点を
持ってくれる体制が必要。

ソーレ
県立病院課
人権啓発センター
警察本部
県民生活・男女共
同参画課
女性相談支援セン
ター

●市町村基本計画の策
定と取組の推進

   今後策定、または改定する男女
共同参画プランでＤＶ被害者支援
計画となりうる内容を盛り込んでも
らう形での計画策定を、男女共同
参画サポート事業を活用も含め働
きかける。
　
   市町村地域福祉アクションプラン
との連携も働きかけていく。

   市町村では基本計画の策定に
取り組む気運が低い。

   市町村ＤＶ担当課は、男女共
同参画担当課が兼ねていること
が多く、具体的な支援策の所管
課と異なる場合が多い。（市町村
内の連携が重要）

○男女共同参画地域サポート事業
・男女プラン策定の手引き（案）を作成を委託し案
を作成した。
　
市町村が行う男女計画の策定や改定を支援する
ための基礎情報ができた。

○市町村への個別訪問
・市町村を訪問して男女プランの策定を働きかける
とともに女性の参画促進についても啓発を行った
１市６町

・訪問した市町村では男女共同参画の必要性につ
いて認識を再確認し、１町で計画策定に向けた取
組が始まった。

・男女計画の一部をＤＶ計画とみな
すことで、ＤＶ計画が策定となること
を情報提供して、市町村の意識啓発
をはかることが有効

・男女計画の一部をＤＶ計画と
みなすことで、ＤＶ計画が策定
となることを情報提供して、市
町村の意識啓発をはかる

・市町村計画策定の手引きを
活用しながら、計画を策定、改
定する市町村を支援する。

・訪問市町村の検討

県民生活･男女共
同参画課
女性相談支援セン
ター

私立学校人権教育指導業務（委
託）
・指導員の学校訪問による助言・
指導、校内研修の支援
・私立学校で組織する人権教育
研究協議会の運営支援

1
Ｄ
Ｖ
を

（
１

）
関
係
機
関
・
団
体
の
連
携
等
に
よ
る
取
組
の
推

進

②
基
本
計
画
の
策
定
と
取
組
の
推
進

研究協議会の運営支援

より質の高い保育・教育・親育ち支
援の充実に向けた支援
人権教育年間指導計画の充実に
向けた指導、支援

各学校の特色に応じた取組を尊
重しつつ、学校が抱える課題や
求める支援に適切に対応してい
くことが必要。

・園内研修支援事業において延べ189回（60園）の
研修支援を行った。実施後のアンケートにおいて、
「参考になった」が100％、「職員間の連携・保育者
の援助が向上・改善した」が83％（園長）の回答が
あった。
・親育ち支援啓発事業において52回（49園）の保護
者への講話を行った。実施後のアンケートでは、
「子どもへの親のかかわりが大切だと思う」が
100％、「心に残ることがあった」が98.1％、「また参
加したい」が98.6％の回答があった。
・各教育事務所と連携し、人権学習の実施時期、
教科等との関連、人権課題の設定等が明確となる
よう、人権教育年間指導計画の点検、見直しを
行った。また、県立学校については、本年度人権
教育全体計画・年間指導計画の様式を提示し、作
成に向けての支援を行った。

・本年度、保育所・幼稚園における計画
的な園内研修の実施に向け、園内研修
支援の重点化を図った。その結果、１園
当たりの年間研修支援回数も充実し、
継続的な研修支援を行うことができた。
また、公開保育参加者アンケートや実
施園アンケートの結果から、園長や保
育者等が成果を実感しており、効果的
な取組となっている。
・親育ち支援啓発事業における保護者
への講話については、研修会での呼び
かけなど計画的な働きかけにより、新た
に24園で行うことができた。また、保護
者アンケートや園長・所長へのアンケー
ト結果から、効果的な取組であったとい
える。
・年間指導計画が十分でない学校につ
いては、市町村教委の指導事務担当者
を通じて学校への指導を行い、見直し、
充実を図ることができた。（計画は100％
策定）

・保育所・幼稚園において、自主
的、継続的な園内研修の充実と
ネットワーク化を図るために、実
施園の実態を把握したうえで計画
的な支援を行うことにより、より実
効性のある研修支援を行ってい
く。
・親育ち支援啓発事業における保
護者への講話の一層の拡充に向
け、未実施市町村への継続的な
呼び掛けや保育所・幼稚園への
親育ち支援啓発チラシの作成・配
布を行っていく。
・各教育事務所と連携を図りなが
ら、年間指導計画の充実に向け
た支援を継続する。
・県立学校については、人権教育
課で計画の点検を行い、充実に
向けた支援を行う。

●対人関係を築くことが
苦手な子どもに配慮した
教育の実施

●学級経営ハンドブックの作成
●個別の指導計画の作成・充実
●校内支援体制づくり、学級経営
におけるミドルリーダーの育成

各課の連携
校種間の連携

・学級経営ハンドブック「夢・志を育む学級づくり」
（小学校編・中学校編）を作成し、全ての公立小中
学校教員に配付した。

・学級づくりリーダー養成研修会及び高等学校生
徒支援コーディネーター研修を通してミドルリー
ダーの育成を図った。

・学校現場に対して、ハンドブックの活
用についての周知が課題である。
・個別の指導計画は適切な指導や支援
を行うための重要な計画である。個に応
じた支援の充実に向けて、個別の指導
計画の作成率を高める。巡回相談員派
遣事業や校内委員会を支援する事業等
で「個別の指導計画」の提出を求め、事
業と個別の指導計画を連動させて作成
率を高める。
・特別支援教育体制整備等状況調査
（文部科学省）をもとに、取組の検証を
行う。

・学級経営ハンドブック（高等学校
編）を作成する。
・各種研修会において、ハンドブッ
クの具体的な活用について提案
する。
・「校内委員会」の取組と「巡回相
談員派遣事業」を有機的に結び
付けることで、特別な支援が必要
な児童生徒の効果的な校内支援
体制の強化を図る。
・引き続き、学級づくりリーダー養
成研修会及び高等学校生徒支援
コーディネーター研修を通してミド
ルリーダーの育成を図る。

・新任特別支援教育学校コーディ
ネーターの力量を高める。

教育委員会

を
許
さ
な
い
社
会
づ
く
り

●学校・保育所・幼稚園
における人権教育の推

進
①
生
涯
に
わ
た
る
人
権
教
育
の
推
進

（
２

）
D
V
防
止
の
た
め
の
教
育
・
普
及
啓
発

各学校の特色に応じた取組を尊重
しつつ、学校が抱える課題や求め
る支援に適切に対応していくことが

必要。

私学・大学支援課
教育委員会
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

高校・大学等の教育機関での研修
及び広報活動

中学校・高校・大学等の教育機
関でのＤＶ防止に対する認識不
足

・高校生2年生（1校234人）対象のデートＤＶについ
ての研修を10月4日に、香美市の小学校職員（15
人）対象に人権研修を実施した。

中学校・高校・大学等の教育機関でのＤ
Ｖ防止について、相談員、サポーター講
師等の研修依頼が少ない。講師派遣に
ついての周知広報が必要である。

高校・大学等の教育機関での研
修及び広報活動

中学校・高校・大学等の教育機関
でのＤＶ防止に対する認識不足

私立学校人権教育指導業務（委託）
・指導員の学校訪問による助言・指
導、校内研修の支援
・私立学校で組織する人権教育研究協
議会の運営支援

各学校の特色に応じた取組を尊重し
つつ、学校の求める支援に適切に対
応していくことが必要。

指導員による学校訪問、校内研修の支援、人権教
育研究協議会の運営支援により、私立学校の人権
教育の推進を支援した。

学校のニーズを踏まえ、各学校の特色
に応じた支援を実施した。引き続き支援
を実施する。

私立学校人権教育指導業務（委
託）
・指導員の学校訪問による助言・
指導、校内研修の支援
・私立学校で組織する人権教育
研究協議会の運営支援

各学校の特色に応じた取組を尊重
しつつ、学校が抱える課題や求め
る支援に適切に対応していくことが
必要。

●小中学校人権教育主任連絡協
議会において、法務局よりデート
DV研修の紹介を行う。
●人権教育セミナ―の開催

・小中学校人権教育主任連絡協議会において、法
務局よりデートDV研修の紹介を行った。
（5/22,5/25,5/29,6/1）
・人権教育セミナーで、「女性と人権」をテーマにし
た研修を実施した。（8/6）

・法務局の紹介により、人権擁護委員を
講師に招いた教職員のＤＶ研修を実施
した学校が増えた。

・市町村教育行政人権教育担当
者及び人権啓発担当者連絡協議
会において、法務局よりデートDV
研修の紹介を行う。
・人権教育セミナーで、「女性と人
権」をテーマにした研修を実施す
る。

県職員の人権研修は各職場での
実施が原則のため、人権問題指導
者研修や、人権啓発研修テキスト
等で研修を支援する

ＤＶ防止についてが研修課題とさ
れるかは各職場の判断

県職員を対象とした視聴覚教材の貸し出し
　１０２件（うち女性　１件）

多くの人権課題があるため、どの課題を
選択するかは各所場の判断となってい
る。

県職員の人権研修は各職場での
実施が原則のため、人権問題指
導者研修や、人権啓発研修テキ
スト等で研修を支援する

ＤＶ防止についてが研修課題とさ
れるかは各職場の判断

・小中学校人権教育主任連絡協議会において、法
・市町村教育行政人権教育担当
者及び人権啓発担当者連絡協議

1
Ｄ
Ｖ
を
許

●教職員を対象としたＤ
Ｖ防止をはじめとする人
権教育の研修の実施

ソーレ
私学・大学支援課
教育委員会

（
２

）
D
V
防
止
の

①
生
涯
に
わ
た ●小中学校人権教育主任連絡協

議会において、法務局よりデート
DV研修の紹介を行う。
●人権教育セミナ―の開催

・小中学校人権教育主任連絡協議会において、法
務局よりデートDV研修の紹介を行った。
（5/22,5/25,5/29,6/1）
・人権教育セミナーで、「女性と人権」をテーマにし
た研修を実施した。（8/6）

・法務局の紹介により、人権擁護委員を
講師に招いたＤＶについての職員研修
を実施した職場があった。

者及び人権啓発担当者連絡協議
会において、法務局よりデートDV
研修の紹介を行う。
・人権教育セミナーで、「女性と人
権」をテーマにした研修を実施す
る。

　 各所属における人権研修で、人
権侵害のひとつであるDVについて
取り上げてもらえるよう働きかけ
る。

　 人権研修そのものには 、毎年
各所属で取り組んでいるが、DV
が人権侵害のひとつであること
の意識が薄い。

・庁内担当課担当者会で、ＤＶ研修を行った
各所属での人権研修に取り上げてもら
えるまでには至っていない

・ 各所属における人権研修で、人
権侵害のひとつであるDVについ
て取り上げてもらえるよう働きか
ける。

・庁内担当課担当者会で、ＤＶ研
修を行い、人権研修として各課に
も受講してもらうよう働きかける。

早期の情報提供

各市町村への研修及び広報活動
市町村内部でのＤＶ防止に対す
る認識不足

・こうち人づくり広域連合での新採市町村職員（307
人）対象のセクハラ研修を4・5月に実施した。また、
7月17日県警職員（30人）や8月21日香南市消防本
部職員（40人）対象にセクハラ研修を実施した。
・職員の意識改革や働きやすい環境づくりに有意
義な研修となった。

・市町村職員対象の研修はセクハラが
主で、ＤＶ防止に対する研修依頼がな
かった。相談員、サポーター講師等の派
遣についての周知広報が必要である。

各市町村への研修及び広報活動
市町村内部でのＤＶ防止に対する
認識不足

研修会への研修講師について各
市町村は周知済み

ＤＶ防止についてが研修課題とさ
れるかは市町村の判断

市町村への講師派遣
　女性の人権について
　２回　７７人参加

多くの人権課題があるなかで、講師派
遣４０回のうち２回が研修課題を女性と
している。
また、人権全般としての研修も１０回実
施している。

各市町村に研修会への研修講師
について周知する

ＤＶ防止についてが研修課題とさ
れるかは市町村の判断

　 市町村職員を対象とした人権研
修に、ＤＶを取り上げてくれるよう働
きかける。

市町村職員を対象とした人権研
修は、各自治体で取り組んでい
ると考えられるが、DVが人権侵
害のひとつであることの意識が
薄い。

女性に対する暴力の防止週間に合わせて、男女
共同参画センターソーレで、DV防止啓発講演会を
行った

市町村職員の人権研修に取り上げても
らえるまでには至っていない

　 市町村職員を対象とした人権
研修に、ＤＶを取り上げてくれるよ
う働きかける。

市町村職員を対象とした人権研修
は、各自治体で取り組んでいると
考えられるが、DVが人権侵害のひ
とつであることの意識が薄い。

早期の依頼

許
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い
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会
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た
る
人
権
教
育
の
推
進

●県職員を対象としたＤ
Ｖ防止をはじめとする人
権教育の研修の実施

●市町村職員を対象と
したＤＶ防止をはじめと
する人権教育の研修

の実施

人権課
県民生活･男女共
同参画課
人権啓発センター
女性相談支援セン
ター

ソーレ
県民生活･男女共
同参画課
人権啓発センター
女性相談支援セン
ター
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

各市町村（地域）への研修及び広
報活動

各市町村（地域）でのＤＶ防止に
対する認識不足

・しまんと町社協職員（42人）対象に11月13日セク
ハラ研修を実施した。

・地域でのＤＶ防止に対する研修依頼が
なかった。相談員、サポーター講師等の
講師派遣についての周知広報が必要で
ある。

各市町村（地域）への研修及び広
報活動

各市町村（地域）でのＤＶ防止に対
する認識不足

講演会、イベント、ホームページ等
で研修会への講師派遣を周知

ＤＶ防止についてが研修課題とさ
れるかは研修実施団体等の判断

企業・民間団体等への講師派遣
　女性の人権について
　６回　１７９人

多くの人権課題があるなかで、講師派
遣２１回のうち６回が研修課題を女性と
している。
また、人権全般としての研修も１１回実
施している。

講演会、イベント、ホームページ
等で研修会への講師派遣を周知

ＤＶ防止についてが研修課題とさ
れるかは研修実施団体等の判断

●市町村教育行政人権教育担当
者及び人権啓発担当者連絡協議
会の開催
●人権教育推進講座支援事業の
開催・講座等への講師派遣

・市町村教育行政人権教育担当者及び人権啓発
担当者連絡協議会を開催した。(5/15,5/17,5/21)
・人権教育推進講座支援事業を香美市(10/17)と
大月町(11/7,12/3)で実施し、講座等への講師派遣
を行った。

・人権教育推進講座（香美市）では、「女
性と人権」をテーマに、固定的な性別役
割分担意識について考え、地域住民の
意識改善につなげることができた。

・市町村教育行政人権教育担当
者及び人権啓発担当者連絡協議
会において、法務局よりデートDV
研修の紹介を行う。

   市町村広報等を通じて、地域住
民に対してDVを含めた人権問題
の啓発を行うよう働きかける。

   人権研修には取り組んでいる
と思うが、DVが人権侵害のひと
つであることの意識が薄い。

・市町村への広報文案の情報提供　１回
・市町村へ男性向け、女性向けカードの送付

・広報文案を元に、自主的に広報に取り組む市町
村が見られる。

・市町村が自主的に広報に取り組む際
に広報文案が参考になっている

   市町村広報等を通じて、地域住
民に対してDVを含めた人権問題
の啓発を行うよう働きかける。

・市町村の参考になる広報文案の
作成と早期の情報提供
・市町村が主体となった広報の取
組の推進

講演会、イベント、ホームページ等
で研修会への講師派遣を周知

ＤＶ防止についてが研修課題とさ
れるかは研修実施団体等の判断

地域で実施する研修等への講師派遣
　女性の人権について
　３回　７６人参加

多くの人権課題があるなかで、講師派
遣５０回のうち３回が研修課題を女性と
している。
また、人権全般としての研修も２６回実
施している。

講演会、イベント、ホームページ
等で研修会への講師派遣を周知
する

ＤＶ防止についてが研修課題とさ
れるかは研修実施団体等の判断

1
Ｄ
Ｖ
を

（
２

）
D
V
防
止

●地域におけるＤＶ防止
をはじめとする人権教育

の研修の実施

ソーレ
県民生活･男女共
同参画課
人権啓発センター
人権教育課
女性相談支援セン
ター

①
生
涯
に
わ
た
る
人
権
教
育
の
推
進

職域（企業等）への研修及び広報
活動

職域（企業等）でのＤＶ防止に対
する認識不足

・全国健康保険協会高知支部職員（35人）対象に2
月26日と3月6日セクハラ及びパワハラ研修を実施
した。

企業等職域でのＤＶ防止について、相
談員、サポーター講師等の講師派遣に
ついての周知広報が必要である。

職域（企業等）への研修及び広報
活動

職域（企業等）でのＤＶ防止に対す
る認識不足

   職域においては、パワハラやセ
クハラ、雇用機会均等等とあわせ、
DVの研修にも取り組んでもらえる
よう働きかける。

   人権研修には取り組んでいる
と思うが、パワハラ等がメインだ
と思われ、DVが人権侵害のひと
つであることの意識が薄い。

女性に対する暴力の防止週間に合わせて、男女
共同参画センターソーレで、DV防止啓発講演会を
行った

職域の人権研修に取り上げてもらえる
までには至っていない

   職域においては、パワハラやセ
クハラ、雇用機会均等等とあわ
せ、DVの研修にも取り組んでもら
えるよう働きかける。

   人権研修には取り組んでいると
思うが、パワハラ等がメインだと思
われ、DVが人権侵害のひとつであ
ることの意識が薄い。

●県民への幅広い周知活動を行
う。

●ＤＶについて県民に十分知ら
れていない。

担当課等と連携して、広報紙や新聞、テレビやラジ
オ、ホームページ等の多様な広報媒体を活用した
ＤＶの周知を行った。

●県民への幅広い周知活動を行
う。

●ＤＶについて県民に十分知られ
ていない。

県・高知市等の広報誌やホーム
ページ等を活用した啓発情報の発
信

県・高知市等の広報誌での掲載
の拡充、各市町村でのＤＶ防止
に対する認識不足

・情報紙「ソーレ・スコープvol.63」やホームページ
に、特集「これってDV？気づいてください！」と平成
24年度DV防止啓発講演会の要旨を掲載した。
・情報紙の送付先を拡充し、公的施設、病院、銀
行、郵便局、県内企業等を通じて配布した。

DV防止にむけ、多様なメディアを活用
し、引き続き啓発情報と配布先の拡充
が必要である。

県・高知市等の広報誌やホーム
ページ等を活用した啓発情報の
発信

県・高知市等の広報誌での掲載の
拡充（H25.4修正）

ＤＶ防止をテーマとしたＣＭを制
作、放送予定

被害者、当事者だけでなく、県民
に広く啓発する内容も含む必要
がある。

テレビスポットCMの放送
「女性に対する暴力をなくす運動」期間に合わせて
放送　　放送期間　11/19～11/25
高知新聞にＤＶをテーマとした人権啓発コラムを掲
載
題名　「配偶者暴力を考える」
掲載日　11/14

相談機関から放送後の相談件数が増え
たとの連絡がある。

ＤＶ防止をテーマとしたＣＭを放送
予定

被害者、当事者だけでなく、県民に
広く啓発する内容も含む必要があ
る。

   広報広聴課、人権啓発センター
等、活用させもらえる広報媒体を
活用して、繰り返し広報を続ける。
さんSUN高知/テレビ・ラジオ/人権
啓発センターＣＭ/ソーレスコープ

   相談が増えているとはいえ、県
民意識調査でＤＶ経験者が約３
割であることから考えると、まだ
まだ潜在しており、広報素材の工
夫や広報の強化が求められる。

 人権啓発センターテレビＣＭ　３社　３６回
ラジオ番組　３回
ソーレスコープ記事掲載　１回
啓発用ポケットティッシュ　１００００個
相談カード作成、配布　１９０００枚
啓発シール作成、配布　５０００枚
電車広告　女性に対する暴力をなくす運動期間中
11/19～25

広報を継続していくことにより、啓発が
推進している。

   広報広聴課、人権啓発センター
等、活用させもらえる広報媒体を
活用して、繰り返し広報を続ける。
さんSUN高知/テレビ・ラジオ/人
権啓発センターＣＭ/ソーレスコー
プ

   女性相談支援センターへの相談
は横ばい状態だが、県民意識調査
でＤＶ経験者が約３割であることか
ら考えると、まだまだ潜在しており、
広報素材の工夫や広報の強化が
求められる。

を
許
さ
な
い
社
会
づ
く
り

止
の
た
め
の
教
育
・
普
及
啓
発

●県の広報紙、テレビ、
ラジオ、ホームページ等
多様な広報媒体を活用

した意識啓発

人権啓発センター
県民生活･男女共
同参画課
ソーレ
女性相談支援セン
ター

広報広聴課
県民生活･男女共
同参画課
人権啓発センター
ソーレ

●職域におけるＤＶ防止
をはじめとする人権教育

の研修の実施

②
D
V
防
止
の
意
識
啓
発
の
拡
充
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

●市町村における広報
紙等を活用した意識啓
発

   広報の働きかけと広報素材等の
提供

   現状では、広報している市町
村も県からの依頼に応じてくれて
いる状況なので、主体的に広報
に取り組んでもらう必要がある。

・市町村への広報素材の提供

・広報文案を元に、自主的に広報に取り組む市町
村が見られる。

・市町村が自主的に広報に取り組む際
に広報文案が参考になっている

・市町村への広報素材の提供

・市町村の参考になる広報文案の
作成と早期の情報提供
・市町村が主体となった広報の取
組の推進

県民生活･男女共
同参画課

●民間団体と協力し、啓発用の
ティッシュ及び県民啓発カード
の作成と街頭配布（11月強化月
間中）
●コンビニ、量販店、行政機関
を通じて、ＤＶ啓発パンフレット、
ＤＶ啓発カード等の配布
●配布先の新規開拓

●配付先でのＤＶ防止への理
解、配布先の展示スペースの
問題等により、配布先の新規
開拓が困難

・支援団体と連携したカードポケットティシュの
配布
　　　カード　　　　　　　10000枚作成
　　　ポケットティシュ　10000個作成

・支援団体と連携した広報啓
発

・配付先でのＤＶ防止への理
解、配布先の展示スペースの
問題等により、配布先の新規開
拓が困難

   高齢者・障害者等向けの効果的
な広報チラシ等の検討

   高齢者・障害者等、情報弱者と
言われる人たちに、必要な情報
がいきわたっていないことから、
広報のやり方の工夫が必要

 啓発シール作成、配布　５０００枚
電車広告　女性に対する暴力をなくす運動期間中
11/19～25

   高齢者・障害者等向けの効果
的な広報チラシ等の検討

   高齢者・障害者等、情報弱者と
言われる人たちに、必要な情報が
いきわたるよう、広報のやり方の工
夫や配布先の検討が必要

・「女性に対する暴力をなくす運動」
実施期間中の記者クラブへの情報
提供

新聞やテレビ、ラジオでのＤＶに
関する報道が少ない。

担当課等を通じて、記者クラブへの情報提供を
行った。

「女性に対する暴力をなくす運動」
実施期間中の記者クラブへの情
報提供

●新聞やテレビ、ラジオでのＤＶに
関する報道が少ない。

ＤＶ防止講演会の開催及び広報活
動

ＤＶ防止講演会の集客に関して、
共催団体の積極的な広報活動

・DV防止週間（11月12日～25日）に合わせてDV防
止講演会を11月18日に開催。　参加者102名が事
例をもとにDVの基本を学ぶことができた。
・写真展　「STAND性暴力サバイバーたちの素顔」
を11月12日～16日高知市役所ピロティ、11月17日
～18日ソーレアトリウムにて開催。11月18日には
被害者支援センターの協力により相談スペースを
設けた。

参加者の増加を図るため、講演会を
ソーレ関係者研修と位置付けたことによ
り、例年よりも参加者が増え、DVや性被
害に対しての周囲の理解や支援の必要
性を訴えることができた。今後も積極的
に関係団体との連携による広報啓発が
必要である。

ＤＶ防止講演会の開催及び広報
活動

ＤＶ防止講演会の集客に関して、
共催団体他関係者の積極的な参
加及び広報活動（H25.4修正）

②
D
V
防

（
２

）
D
V
防
止

1
Ｄ
Ｖ
を

●リーフレット等の作成
及び配布による意識啓

発

●「女性に対する暴力を
なくす運動」における各

機関と連携した集中的な
広報啓発

女性相談支援セ
ンター
ソーレ
民生活･男女共
同参画課

広報広聴課

・DVへの理解が広がっている

設けた。

ＤＶ防止をテーマとしたＣＭを「女性
に対する暴力をなくす運動」期間に
放送予定

被害者、当事者だけでなく、県民
に広く啓発する内容も含む必要
がある。

テレビスポットCMの放送
「女性に対する暴力をなくす運動」期間に合わせて
放送
放送期間　11/19～11/25
高知新聞にＤＶをテーマとした人権啓発コラムを掲
載　題名　「配偶者暴力を考える」
掲載日　11/14

相談機関から放送後の相談件数が増え
たとの連絡がある。

ＤＶ防止をテーマとしたＣＭを放送
予定

被害者、当事者だけでなく、県民に
広く啓発する内容も含む必要があ
る。

●「女性に対する暴力を
なくす運動」における各
機関と連携した集中的な
広報啓発

 「女性に対する暴力をなくす運動」
期間に、市町村広報誌等での啓発
記事の掲載
・電車広告等、様々な媒体の活用
した広報の実施

  「女性に対する暴力をなくす運
動」期間に講演会等を行っている
が、周知が不十分

・講演会の実施　１０２名
・市町村に広報文案を提供し、掲載依頼
・テレビ・ラジオでの読み上げ依頼（広報広聴課）
・運動期間中に電車車内広告（20台/全50台）
・さんＳＵＮ高知へ運動の周知、女性相談支援セン
ターのお知らせ記事掲載
・ラジオ番組での広報

期間中に集中した広報を行い、啓発を
図った。

   「女性に対する暴力をなくす運
動」期間に、市町村広報誌等での
啓発記事の掲載を働きかけるほ
か、新たに電車広告を行うなど、
様々な媒体の活用を検討する。

  「女性に対する暴力をなくす運動」
期間に講演会等を行っているが、
周知が不十分

1．高齢者総合相談センターリーフ
レットの配布、市町村広報誌への
記事掲載等の検討。

2．新聞やラジオ等による認知症
コールセンターの周知。

1．リーフレットを毎年配布する
が、相談件数が減少しているた
め、配布方法の検討が必要。

2．より多くの県民への認知症
コールセンターの周知

1.高齢者総合相談センターリーフレットの配布
配布箇所：1,000箇所
（福祉施設、公共機関・窓口、郵便局、スーパー等
配布部数：10,000部
2.認知症コールセンターへの相談件数　Ｈ24年度：
407件

1.相談件数は昨年度と比べ微増（14件
増、合計995件）したが、今後も周知を
行っていく必要がある。
2.相談件数は400件を超えており、一定
の周知ができた。今後もさらなる周知の
ために、新聞やラジオ等を活用した周知
を行う必要がある。

1．高齢者総合相談センターリーフ
レットの配布、市町村広報誌への
記事掲載等の検討。
2．新聞やラジオ等による認知症
コールセンターの周知。認知症に
ついてのパンフレットリニューアル

1．リーフレットを毎年配布するが、
相談件数が減少しているため、配
布方法の検討が必要。
2．より多くの県民への認知症コー
ルセンターの周知

ＤＶに関するチラシ等の収集と多言
語化

予算措置
チラシの多言語化を実施し、今後の広報啓発に向
けた基盤づくりを進めた。

多言語化したチラシを作成し、広報啓発
に活かしていく必要がある。

チラシの作成 予算措置等

　障害者相談支援従事者等への
情報提供・周知

　障害者相談支援の実施主体で
ある市町村との情報共有や連携

障害者相談支援従事者研修において、障害者虐
待、権利侵害・権利擁護などに関する情報提供を
実施

引き続き、障害者相談支援従事
者等への情報提供・周知

障害者相談支援の実施主体である
市町村との情報共有や連携

●思春期相談センター
「ＰＲＩＮＫ」における若者
を対象とした広報啓発

・電話、メール相談等に思春期の
男女交際や男女間の性に関する
悩み相談のある場合、男女の性の
発達に関する正しい性知識の情報
提供やDV予防に関する理解を深
めるよう支援する。

・学校や関係機関が思春期相談
センターの活動を理解し、思春期
の子どもたちに気軽に利用する
よう声かけの協力が必要である

・電話相談：４９３８件。利用者の８４．３％は小学
生、中学生、高校生で、性に関する正しい性知識
の情報提供や性に関する悩み相談に対応。

・思春期相談センター広報用名刺大
カードを思春期の時期にある中高校生
ひとり一人に配布したことで、思春期の
性に特化した相談センターであることが
認識され、利用件数が増加した。

・思春期相談センタ―広報用名刺
大カードの配布を継続する。

健康対策課

防
止
の
意
識
啓
発
の
拡
充
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広報啓発

●高齢者、障害者、外国
人の相談窓口でのＤＶに

関する広報啓発

広報広聴課
ソーレ
人権啓発センター
県民生活・男女共
同参画課

国際交流課
障害保健福祉課
高齢者福祉課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

県民への幅広い周知活動を行う。
デートＤＶについて県民に十分知
られていない。

担当課等と連携して、広報紙や新聞、テレビやラジ
オ、ホームページ等の多様な広報媒体を活用した
デートＤＶの周知を行った。

県民への幅広い周知活動を行う。
デートＤＶについて県民に十分知ら
れていない。

ホームページや広報誌等による意
識啓発

県・高知市等の広報誌での掲載
の拡充

・情報紙「ソーレ・スコープvol.63」やホームページ
に、特集「これってDV？気づいてください！」と平成
24年度DV防止啓発講演会の要旨を掲載した。
・毎月月末に講座や講演会の情報をメールマガジ
ン約300件、携帯版メールマガジン約30件発信し
た。

DV防止にむけ、多様なメディアを活用
し、引き続き啓発情報と配布先の拡充
が必要である。

ホームページや広報誌、ソーレ情
報紙等による意識啓発（H25.4修
正）

県・高知市等の広報誌での掲載の
拡充

ＤＶ防止をテーマとしたＣＭを制
作、放送予定

被害者、当事者だけでなく、県民
に広く啓発する必要があり、デー
トＤＶのみのＣＭ作成は困難

テレビスポットCMの放送
「女性に対する暴力をなくす運動」期間に合わせて
放送　３社　３６回
放送期間　11/19～11/25

高知新聞にＤＶをテーマとした人権啓発コラムを掲
載
題名　「配偶者暴力を考える」
掲載日　11/14

相談機関から放送後の相談件数が増え
たとの連絡がある。

ＤＶ防止をテーマとしたＣＭを放送
予定

被害者、当事者だけでなく、県民に
広く啓発する必要があり、デートＤ
ＶのみのＣＭ作成は困難

   広報広聴課、人権啓発センター
等、活用させもらえる広報媒体を
活用して、繰り返し広報を続ける。
　さんSUN高知/テレビ・ラジオ

   若年者向けの効果的な広報媒
体の開拓

　 学校現場のデートＤＶに関する
問題意識が高くなく、PTAも、
デートDVを身近なこととは捉えて
いない。

 ラジオ番組　３回
ソーレスコープ記事掲載　１回
啓発用ポケットティッシュ　１００００個
相談カード作成、配布　１９０００枚
啓発シール作成、配布　５０００枚
電車広告　女性に対する暴力をなくす運動期間中
11/19～25

広報を継続していくことにより、啓発が
推進しているが、若年層に的を絞った広
報とまでは至っていない。

   広報広聴課、人権啓発センター
等、活用させもらえる広報媒体を
活用して、繰り返し広報を続ける。
さんSUN高知/テレビ・ラジオ/人
権啓発センターＣＭ/ソーレスコー
プ

   若年者向けの効果的な広報媒
体の開拓

　 学校現場やＰＴＡに対する、デー
トＤＶに関する問題意識の提起、啓
発

配付依頼先におけるデートＤＶに ・出前講座や高校でのデートＤＶ啓発講座などで啓 デートＤＶ啓発パンフレットとデートＤＶ 配付依頼先におけるデートＤＶに対

③
若
者
に
対
す
る

（
２

）
D
V
防
止

1
Ｄ
Ｖ
を

広報広聴課
ソーレ
人権啓発センター
県民生活・男女共
同参画課

●広報紙、テレビ、ラジ
オ、ホームページ等多様

な広報媒体を活用

デートＤＶ啓発パンフレット等の作
成及び配布

配付依頼先におけるデートＤＶに
対する認識不足により、配布先
の確保が困難

・出前講座や高校でのデートＤＶ啓発講座などで啓
発パンフレットを配布し、若者に対するデートＤＶの
予防や意識啓発をはかった。

デートＤＶ啓発パンフレットとデートＤＶ
研修用の資料を活用できるよう周知す
る必要がある。

デートＤＶ啓発パンフレット・ポス
ター等の配布（H25.4修正）

配付依頼先におけるデートＤＶに対
する認識不足と配布先の確保
（H25.4修正）

若年者向けのチラシ等作成の検討

教育委員会及び学校現場、PTAに
対する情報提供

   若年者向けの効果的な広報媒
体の開拓
　 学校現場のデートＤＶに関する
問題意識が高くなく、PTAも、
デートDVを身近なこととは捉えて
いない。

デートＤＶ指導者用手引きの作成
学校関係者や、生徒、保護者への啓発
が進んだ

若年者向けのチラシ等作成の検
討
教育委員会及び学校現場、PTA
に対する情報提供

   若年者向けの効果的な広報媒
体の開拓
　 学校現場のデートＤＶに関する
問題意識が高くなく、PTAも、デート
DVを身近なこととは捉えていない。

中学校・高校・大学・保護者等へ対
して、人権教育研修の実施に向け
ての働きかけ

・中学３年生（3月5日１校160人）、高校2年生（10月
4日1校234人）、専門学校生（10月12日1校）、県立
大学生（2月21日1校）対象にデートＤＶについての
研修を実施し、若者に対するデートＤＶの予防や意
識啓発をはかった。

・中学校・高校・大学等の教育機関での
ＤＶ防止に対する研修依頼が少ない。
・中高生・大学生・保護者に対する人権
研修に、デートＤＶ啓発パンフレットと
デートＤＶ研修用の資料を活用できるよ
う周知する必要がある。

中学校・高校・大学・保護者等へ
対して、人権教育研修の実施に
向けての働きかけ

●小中学校人権教育主任連絡協
議会において、法務局よりデート
DV研修の紹介を行う。
●「人権教育指導資料集（学校教
育編）Let's feel じんけん～気付き
から行動へ～」の周知を図る。

・小中学校人権教育主任連絡協議会において、法
務局よりデートDV研修の紹介を行った。
（5/22,5/25,5/29,6/1）
・人権教育主任連絡協議会や各学校等の研修の
場で、「人権教育指導資料集（学校教育編）Let's
feel じんけん～気付きから行動へ～」の周知を
行った。

・法務局の紹介により、人権擁護委員を
講師に招いたデートＤＶについての授業
や研修を実施した学校が増えた。

・市町村教育行政人権教育担当
者及び人権啓発担当者連絡協議
会において、法務局よりデートDV
研修の紹介を行う。

●小中学校人権教育主任連絡協
議会において、法務局よりデート
DV研修の紹介を行う。
●人権教育セミナ―の開催

・小中学校人権教育主任連絡協議会において、法
務局よりデートDV研修の紹介を行った。
（5/22,5/25,5/29,6/1）
・人権教育セミナーで、「女性と人権」をテーマにし
た研修を実施した。（8/6）

・法務局の紹介により、人権擁護委員を
講師に招いた教職員のＤＶ研修を実施
した学校が増えた。

・市町村教育行政人権教育担当
者及び人権啓発担当者連絡協議
会において、法務局よりデートDV
研修の紹介を行う。
・人権教育セミナーで、「女性と人
権」をテーマにした研修を実施す
る。

教員に対して、人権教育研修の実
施に向けての働きかけ

・香美市の小学校職員（15人）対象に人権研修を
実施したが、デートＤＶについての研修は実施でき
なかった。
・デートＤＶの意識調査結果をまとめ、ホームペー
ジに掲載するとともに、デートＤＶの啓発を進める
ために、中高生を対象として研修する際の参考資
料を作成した。

教職員に対し、デートＤＶ啓発パンフレッ
トとデートＤＶ研修用の資料を活用でき
るよう働きかけ、人権教育研修を実施す
る必要がある。

教員に対して、人権教育研修の
実施に向けての働きかけ

る
デ
ー

ト
D
V
の
予
防
の
強
化

止
の
た
め
の
教
育
・
普
及
啓
発

を
許
さ
な
い
社
会
づ
く
り

●リーフレット等の作成
及び配布による意識啓

発

ソーレ
県民生活・男女共
同参画課
女性相談支援セン
ター

●中高生、大学生及び
保護者を対象とした授業

及び研修の実施

●児童生徒が安心して
相談できる環境づくり

ソーレ
私学・大学支援課
教育委員会

私学・大学支援課
教育委員会

教員及び教育委員会でのデートＤ
Ｖに対する認識不足

教員及び教育委員会でのデート
ＤＶに対する認識不足

中学校、高校、大学等及び保護
者におけるデートＤＶに対する認

識不足

中学校、高校、大学等及び保護者
におけるデートＤＶに対する認識不

足
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

私立学校人権教育指導業務（委託）
・指導員の学校訪問による助言・指
導、校内研修の支援
・私立学校で組織する人権教育研究協
議会の運営支援

各学校の特色に応じた取組を尊重し
つつ、学校の求める支援に適切に対
応していくことが必要。

指導員による学校訪問、校内研修の支援、人権教
育研究協議会の運営支援により、私立学校の人権
教育の推進を支援した。

学校のニーズを踏まえ、各学校の特色
に応じた支援を実施した。引き続き支援
を実施する。

私立学校人権教育指導業務（委
託）
・指導員の学校訪問による助言・
指導、校内研修の支援
・私立学校で組織する人権教育
研究協議会の運営支援

各学校の特色に応じた取組を尊重
しつつ、学校が抱える課題や求め
る支援に適切に対応していくことが
必要。

●小中学校人権教育主任連絡協
議会において、法務局よりデート
DV研修の紹介を行う。
●人権教育セミナ―の開催

・小中学校人権教育主任連絡協議会において、法
務局よりデートDV研修の紹介を行った。
（5/22,5/25,5/29,6/1）
・人権教育セミナーで、「女性と人権」をテーマにし
た研修を実施した。（8/6）

・法務局の紹介により、人権擁護委員を
講師に招いた教職員のＤＶ研修を実施
した学校が増えた。

・市町村教育行政人権教育担当
者及び人権啓発担当者連絡協議
会において、法務局よりデートDV
研修の紹介を行う。
・人権教育セミナーで、「女性と人
権」をテーマにした研修を実施す
る。

高校・大学等の教育機関での研修
及び広報活動

中学校・高校・大学等の教育機
関でのＤＶ防止に対する認識不
足

・高校生2年生（1校234人）対象のデートＤＶについ
ての研修を10月4日に、香美市の小学校職員（15
人）対象に人権研修を実施した。

中学校・高校・大学等の教育機関でのＤ
Ｖ防止について、相談員、サポーター講
師等の研修依頼が少ない。講師派遣に
ついての周知広報が必要である。

高校・大学等の教育機関での研
修及び広報活動

中学校・高校・大学等の教育機関
でのＤＶ防止に対する認識不足

●思春期相談センター
「ＰＲＩＮＫ」における若者
を対象とした広報啓発

●研修会等で、デートＤＶや虐待に
関する情報提供を行う。
●健康観察の実施やスクールカウ
ンセラー等による専門的視点から
の「気づき」をもとに、気になる子ど
もへの声がけやアプローチを行う。

・養護教諭を対象とした研修の機
会が少なく、ＤＶに対する認識を
高める機会が確保しずらい。

・スクールカウンセラー等・心の教育アドバイザー
等の配置（平成24年度）
小学校　83校
中学校　82校
高等学校　33校
特別支援学校　10校
配置人数　48名
・「平成24年度高知県性に関する指導普及推進事
業」教職員研修会で、高知 県人権擁護委員連合

・スクールカウンセラーが配置できてい
ない学校があり、支援を要する児童生
徒に対する校内での支援体制を整える
必要がある。
スクールカウンセラー研修講座でＤＶの
研修を行った。
・養護教諭の意識が高まりつつあり、人
権教育の一環としてＤＶに関して集団指
導を計画、実施した高等学校もある。ま

・スクールカウンセラー等・心の教
育アドバイザー等の配置（平成２
４年度）
小学校　102校
中学校　92校
高等学校　36校
特別支援学校　13校
配置人数　53名

・H25年度、スクールカウンセラーに
積極的に取り組んでもらいたい内
容として、３点あげている。
①児童生徒向けの「困難やストレ
スの対処等」の授業②教職員向け
の「カウンセリング能力向上」の研
修③保護者向けの講演
このような場を通してＤＶ対応を行
う。
・学校全体であるいは保健室での
健康観察の徹底及び養護教諭に

健康対策課

1
Ｄ
Ｖ
を
許
さ
な
い
社
会
づ
く
り

③
若
者
に
対
す
る
デ
ー

ト
D
V
の
予
防
の
強
化

（
２

）
D
V
防
止
の
た
め
の
教
育
・
普
及
啓
発

●教職員を対象としたＤ
Ｖ防止をはじめとする人
権教育の研修の実施

私学・大学支援課
教育委員会

ソーレ

もへの声がけやアプローチを行う。
業」教職員研修会で、高知 県人権擁護委員連合
会高知協議会 男女共同参画推進委員長 吉川 葉
子 氏より説明
・第64回高知県養護教員協会後期研究協議大会
で情報提供

導を計画、実施した高等学校もある。ま
た、平成25年度の第31回高知県養護教
員協会夏季研修会において、デートＤＶ
についての研修が計画されている。

配置人数　53名
・健康観察の実施状況等につい
ての現状把握

健康観察の徹底及び養護教諭に
対して、学校保健のコーディネー
ター役としてスクールカウンセラー
をはじめ関係者と連携して対応して
いく意識を、あらゆる機会に高めて
いく。
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

①
人
材
の
確

保
●配偶者暴力相談支援
センターへの自立支援
員の配置

●継続して配置（1名）
配置の継続
広域対応が困難

・就労、職業訓練につないだ
・サポーターの支援による生活の安定
　　支援人数58人
・民間機関カウンセリング
　　3人実施

・収入が少なく経済的自立が困難
・精神的回復に長い期間を要する

・経済的自立に向けて、就労・
訓練につなぐ
・生活サポーターによる生活の
安定のための支援の継続

・就職先の確保
・自立に向けた継続的な精神面
のサポート
・関係機関と連携した支援が必
要

女性相談支援セ
ンター

国立女性会館での研修及び県内
外での相談員の専門研修への参
加並びに相談員スキルアップ研修
の主催及び受講等

専門研修への参加による相談業
務への反映

国立女性会館での研修及び県内外での相談員の
専門研修の受講や被災地へ相談員の派遣を行っ
た。また相談員スキルアップ講座を3回実施し延べ
80名が参加した。

相談員スキルアップ講座参加者の拡充
と専門研修への参加により、被害者支
援に関わる人材の確保と専門性のさら
なる向上を図る必要がある。

国立女性会館での研修及び県内
外での相談員の専門研修への参
加並びに相談員スキルアップ研
修の主催及び受講等

専門研修への参加による相談業務
への反映

各種の研修の情報を積極的に
取入れ可能な限り参加させる。
各種セミナー参加
国立女性会館での研修及び県
内外での相談員の専門研修へ
の参加
●相談員スキルアップ研修の

●相談員のスキルレベルに
合った研修の確保
●専門研修への参加による
相談業務への反映

・各種研修を受講させ相談のスキルアップを
図った
専門研修への参加13回

・相談者、入所者の信頼を得ている
・各種研修を受講させ相談の
スキルアップを図る

・相談員のスキルレベルに合っ
た研修の確保
・専門研修への参加による相談
業務への反映

・職場教養の充実
・限られた研修会における効果
的な指導教養方法の検討
・実務教養時の資料作成

・県下巡回指導教養の実施
・DV･ST・相談担当者研修会の実施

・教養の実施により、全体的な基礎知識
の底上げが出来スムーズな対応が出来
ている

・職場教養の更なる充実
・警察学校への入校による集
団教養の実施
・専門教養の実施

・移動後による人員変更のため、
知識不足の職員が存在する
・相談部門が県民支援相談課に移
管されたことから今後さらなる連携
が必要である

市町村相談窓口職員等に対する研修の実施
○中央児相
・市町村児童家庭相談担当職員研修（新任前期・
後期、中堅者）

ソーレ
女性相談支援セン
ター

1
Ｄ
Ｖ
を
許
さ
な
い
社
会
づ
く

（
３

）
被
害
者
支
援
に
携
わ
る
人
材
の
確
保
及

②
相
談
員
等
の
専
門
性

●相談員や心理ケア担
当職員等に対する専門
研修の実施及び専門研

修への参加

市町村職員に対する研修実施
市町村児童家庭相談担当新任職
員研修等
　
児童相談所所内研修の充実

ＤＶ問題についての理解の向上

後期、中堅者）
　参加者：市町村児童家庭相談担当職員、保健部
署職員延べ106名
・児童問題関係職員研修会
　参加者：市町村職員、保健、福祉、教育、医療・
司法機関等の関係職員等延べ295名

児童相談所所内研修の充実
○中央児相
・外部専門家の招へい（年17回）
・心理職員に対するスーパーバイザーの招へい(年
４回）
・児童相談所職員の県外児相への派遣研修（2名）
・職種別・経験年数別職員研修体系に基づく研修
の実施
 ・ＤＶに関するＤＶＤ研修の開催（参加者：24名）他
幡多児童相談所：ＤＶ対策連携支援ネットワーク会
議(H25.1.24)での職員向け状況説明

・市町村職員等に子どもにとってＤＶが
虐待であることを知ってもらうとともに、
現状や地域での連携などについての理
解を深められた。

・児童相談所の強化（組織・運営力の強
化及び専門性の確保・向上等）が図れ
た。

市町村職員に対する研修の継続
　　市町村児童家庭相談担当新
任職員研修等

児童相談所所内研修の充実
　

・市町村職員に対する研修の継続
　　市町村児童家庭相談担当新任
職員研修等

・児童相談所所内研修の更なる充
実

●直接被害者と接する
県、警察及び市町村相
談窓口職員等に対する

研修の実施

く
り

及
び
専
門
性
の
向
上

性
の
向
上

県民生活・男女共
同参画課

女性相談支援セン
ター

福祉保健所
児童相談所
警察本部
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

●要保護児童地域対策協議会実
務者会開催時に併せた研修の実
施など。
●研修会には積極的に参加し
スキルアップに努める。

●ＤＶ対応経験のある市町村で
も個別検討会を通してレベルアッ
プをしているものの、市町村間で
の温度差があるため、研修を実
施する市町村によって研修内容
を変える必要がある。

●日高村要保護児童対策地域協議会実務者会に
併せてDV研修会を行い、警察及び保育園長・小中
学校長に対してDV早期発見等についてや連携の
大切さについて周知することができた。（中央西、
幡多）
●DV対策連携ネットワーク会議等に参加しスキル
アップを図った（安芸、中央東、須崎）

●DV早期発見や連携についての大切
さについて周知できたと思われるが、人
事異動があることから、継続的に研修
が必要である。

●要保護児童地域対策協議会実
務者会等の開催時に併せた研修
会の実施

●DVに対する認識はあるものの、
市町村間での温度差があることか
ら、研修を実施する市町村によって
研修内容を変える必要がある。

   ＤＶ対策連携支援ネットワーク専
門者研修の充実及び市町村担当
者の参加の検討

  相談員等担当職員の交代によ
る相談対応能力の低下を招かな
いような、スキルの平準化

 ・ＤＶ被害者支援等を行う関係機関等集まりである
ＤＶ対策連携支援ネットワークの連絡会議及び専
門研修を開催した。
　・３４団体６２名

・関係者の連携と専門知識の習得が図られた。

・参加機関の拡大の検討が必要
   ＤＶ対策連携支援ネットワーク
専門者研修の充実及び市町村担
当者の参加の検討

  相談員等担当職員の交代による
相談対応能力の低下を招かないよ
うな、スキルの平準化

ＤＶ対策連携支援ネットワーク
専門者研修の充実及び市町村
担当者の参加の検討　●関係
部署を集めての連携会議の開
催●要保護児童地域対策協議
会実務者会開催時に併せた研
修の実施など
市町村職員に対する研修実施
市町村児童家庭相談担当新任
職員研修等
児童相談所所内研修の充実

相談員等担当職員の交代に
よる相談対応能力の低下を招
かないような、スキルの平準
化
ＤＶ対応経験のある市町村で
も個別検討会を通してレベル
アップをしているものの、市町
村間での温度差があるため、
研修を実施する市町村によっ
て研修内容を変える必要があ
る。
ＤＶ問題についての理解の向
上

・市町村支援担当職員への研修
　　　　　　　10市町村

・市町村内でのＤＶ担当課を中心と
した連携が取れ始めた

・市町村支援担当職員への研
修
　　　　　　　3市

・市町村間での温度差

（
３

）
被
害
者
支
援
に
携
わ
る

②
相
談
員
等
の

1
Ｄ
Ｖ
を
許
さ

県民生活・男女共
同参画課

女性相談支援セン
ター

福祉保健所
児童相談所
警察本部

●直接被害者と接する
県、警察及び市町村相
談窓口職員等に対する

研修の実施

児童相談所所内研修の充実
職場教養の充実

上
限られた研修会における効果
的な指導教養方法の検討
実務教養時の資料作成

●被害者支援のための
手引きの作成及び関係
者への配付

市町村担当者、警察署、法務
局等ＤＶ担当者向けにＤＶ被害
者サポートブックを作成し配布

配布先の検討 ・ＤＶ被害者サポートブックを作成し配布
被害者サポートのための基本的な情報
を周知できた

・ＤＶ被害者サポートブックを配
布

配布先の検討
女性相談支援セ
ンター

●各種研修情報の収集
及び提供

   各種研修情報の収集及び提供
   市町村職員などが気軽に参加
できるような、身近な場所での研
修が少ない。

・男女共同参画センターソーレで講演会等を実施
・ＤＶ啓発講演会　1回　１０２名
・地域版男女共同参画講座　２市町
・市町村等からの要請による出前講座　15件

・実施市町村の広がりが必要    各種研修情報の収集及び提供
・各種講座を幅広い市町村が利用
できるよう働きかけが必要

県民生活・男女共
同参画課

●相談員に対するスー
パーバイズの実施

精神科医によるスーパーバイズ
の実施

●相談員の経験年数、スキル
レベルの格差

・精神科医によるスーパーバイズの実施
　　　　5回実施

・対応困難な相談者への適切な対
応

・精神科医によるスーパーバイ
ズの実施 ・困難事例が増えている

女性相談支援セ
ンター

●女性相談支援セン
ターと児童相談所との連
絡協議会の開催

女性相談支援センター・児童相
談所連絡協議会開催
　　（中央児相１回、幡多児相１
回）

ＤＶ被害者の同伴児への緊急
対応にいて確認
ＤＶ被害者の同伴児の心のケ
アについて
情報共有と役割分担について
再確認

・児相との連絡会開催
　　　2回実施

・情報共有ができるようになった ・児相との連絡会開催
・同伴児の心のケア
・児相と女相の役割分担

女性相談支援セ
ンター
児童相談所

る
人
材
の
確
保
及
び
専
門
性
の
向
上

の
専
門
性
の
向
上

さ
な
い
社
会
づ
く
り
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

●各種メンタルヘルス研
修受講の推進

精神保健センター等でのメンタ
ルヘルスケア研修の受講

職場職員の精神的フォロー
アップ体制の充実

受講実績なし 必要に応じて研修の受講を勧める
・職員厚生課等の職員対象の
メンタル相談の活用

・職員の気づきに差がある
・適切な時での研修受講

●相談員が業務に関す
る悩みを相談できる環境
の整備

毎日の職員ミーティングの推進
●職員を対象にしたメンタル相
談の活用

忙しくて相談員の悩みを受け
止められないことがある。

・職員ミーティングを毎日実施した 職員間で情報共有や意見交換ができた
・職員ミーティングの実施
　　　　毎日

迅速な情報共有

●現場警察官の加害者
への対応能力の向上

・専門教養の実施

・専門教養を行う場が限られてい
ることから効果的な教養の実施
方法
・他の教養方法についての検討

・警察学校への入校による専門教養の実施
・ロールプレイによる実践的教養の実施

・警察学校への入校による専門教養の
実施
・ロールプレイによる実践的教養の実施

・警察学校への入校による専門教
養の実施

・全ての警察官に専門教養を実施
することが難しい

●保護命令が出された
加害者に対する警告の
実施

・保護命令発出直後に裁判所にお
いて加害者に指導警告を実施

・現状では保護命令違反もなく、
指導警告が効果的に実施されて
いると判断する

保護命令発出直後に裁判所において相手方に対
し指導警告を実施している
相手方にあっては、一応指導に従っているので一
定の抑止効果が認められる

指導後は一定の抑止効果があると認め
られる

・今年度も保護命令発出直後に
指導警告を実施する予定である

・相手方が不出頭の場合、直接指
導が出来ないので、効力の発生に
タイムラグが発生する
・指導のために相手方を捜し出向く
必要がある

●被害者や支援者の安
全確保

・被害者方の警戒、巡回の強化、
加害者の行動の把握

・被害者の意思、加害者の行動
をよく把握した上で被害者方の
警戒、巡回を行う必要があり、そ
の方法をどのようにするか

・１１０番通報登録の実施
・公費による避難場所の確保
・住民基本台帳閲覧制限の援助
・各種援助の実施
・自宅周辺の警戒の実施

・スムーズな支援が実施できている
・１１０番通報登録は被害者が安心する

・１１０番通報登録の実施
・公費による避難場所の確保
・住民基本台帳閲覧制限の援助
・各種援助の実施
・自宅周辺の警戒の実施

・周辺の警戒は２４時間体制での
実施が難しい

③
相
談
員
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル

ス
ケ
ア
の
充
実

①
加
害
者
へ
の
厳
正
な
対
応

（
３

）
被
害
者
支
援
に
携
わ

る
人
材
の
確
保
及
び
専
門
性

の
向
上

女性相談支援セ
ンター

警察本部

1
Ｄ
Ｖ
を

国や他県の情報収集
加害者更生プログラムに関する
情報不足

関係団体含め国や他県の情報収集に努めた。
行政始め加害者更生プログラムに関す
る情報が不足しており、引き続き情報収
集の必要がある。

国や他県の情報収集
加害者更生プログラムに関する情
報不足

   国や他県、他課等からの情報を
収集し、関係者に情報提供を図る
とともに、活用策を検討する。

　 県において独自の調査研究は
行っておらず、国においてもこれ
といった対策がないとされ、情報
も多くない。

国立女性教育会館から男性の男女共同参画につ
いての情報提供があった

問題意識はあるが、有効な情報が少な
い

   国や他県、他課等からの情報
を収集し、関係者に情報提供を図
るとともに、活用策を検討する。

　 県において独自の調査研究は
行っておらず、国においてもこれと
いった対策がないとされ、情報も多
くない。

●加害者への情報提供
加害者の状況に応じての、相談窓
口等の情報提供

加害者へ情報提供ができる体制
への準備及び人員の不足

加害者の状況に応じた相談窓口等の情報収集に
努めた。

加害者へ提供できる情報はあるもの
の、加害者からの相談がなく、加害者へ
の情報提供ができていない。

加害者の状況に応じての、相談
窓口等の情報提供

加害者へ情報提供ができる体制へ
の準備及び人員の不足

ソーレ
女性相談支援セン
ター

ソーレ広報誌でのＤＶ防止の意識
啓発及び相談カードの配布等

男性相談窓口を周知する相談
カードの配布先の新規開拓

・情報紙「ソーレ・スコープvol.63」やホームページ
に、特集「これってDV？気づいてください！」と平成
24年度DV防止啓発講演会の要旨を掲載し、加害
者の気付きを促す意識啓発と相談窓口の周知。ま
た、相談窓口や研修の場での相談カードの配布等
により加害者にも意識啓発できるように努めた。

行政機関等を通じて、男性相談窓口を
周知する相談カードを配布しているが、
相談件数は微増、女性対象相談に比べ
まだ周知が十分でない。
・よりよい被害者支援のため、ＤＶ加害
者等男性相談者への相談対応講座の
実施による啓発が必要

・ソーレ広報誌でのＤＶ防止の意
識啓発及び相談カードの配布等
・加害者に対する意識啓発のた
め、ＤＶ加害者を含む男性相談者
に対する相談員のスキルアップ研
修の実施（H25.4追加）

男性相談窓口を周知する相談カー
ドの配布先の新規開拓

　　加害者に気づきを促し、相談に
つなげるためにポスターやカードを
配布する。

　　加害者は、男性が多いことか
ら男性向け相談窓口の拡充、周
知が必要

 人権啓発センターテレビＣＭ　３社　３６回
ラジオ番組　３回
ソーレスコープ記事掲載　１回
啓発用ポケットティッシュ　１００００個
相談カード作成、配布　１９０００枚
啓発シール作成、配布　５０００枚
電車広告　女性に対する暴力をなくす運動期間中
11/19～25

・加害者に対する意識啓発にもなっている

・被害者だけでなく、加害者も意識した
広報素材を作成している。

   広報広聴課、人権啓発センター
等、活用させもらえる広報媒体を
活用して、繰り返し広報を続ける。
さんSUN高知/テレビ・ラジオ/人
権啓発センターＣＭ/ソーレスコー
プ

　　加害者は、男性が多いことから
男性向け相談窓口の拡充、周知が
必要

②
加
害
者
の
更
生

ソーレ
県民生活・男女共
同参画

ソーレ
県民生活･男女共
同参画課

●加害者に対するＤＶ防
止の意識啓発と相談窓

口の周知

●加害者更生プログラ
ムに関する情報の収集

と対応の検討

を
許
さ
な
い
社
会
づ
く
り

③
加
害
者
の
気
づ
き

（
４

）
加
害
者
へ
の
対
応
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

専門性を生かした相談支援の実施 関係機関とのネットワークと連携

・精神保健福祉センターでの面接相談21件中新規
来所14件。そのうち他機関からの紹介によるもの
は6件
・面接相談で専門的な助言等を行った

必要に応じて面接を継続し、専門性を
生かした支援を行っている

専門性を生かした相談支援の実
施

関係機関とのネットワーク及び連
携の強化

相談に応じ随時対応
精神保健福祉業務として「心の健
康相談」を定期で実施

関係機関等への周知 DV対応相談2件(中央西のみ）
随時相談につなげる体制は整備してい
る。

相談に応じ随時対応
精神保健福祉業務として
「心の健康相談」を定期で実施

「心の健康相談」業務について、関
係機関への周知

●ソーレでの相談の実
施

一般相談や男性相談での対応及
び必要に応じて専門機関の紹介

ソーレにおける男性相談を周知
する相談カードの配布先の新規
開拓

加害者からの相談に、一般相談や男性相談で対
応しつつ必要に応じて専門機関の紹介を行った。

行政機関等を通じて、男性相談窓口を
周知する相談カードを配布しているが、
女性対象相談に比べ件数も少なく、相
談専門機関の広報周知が必要である。

一般相談や男性相談での対応及
び必要に応じて専門機関の紹介

ソーレにおける男性相談を周知す
る相談カードの配布先の新規開拓

ソーレ

●思春期相談センター
「ＰＲＩＮＫ」における若者
を対象とした広報啓発

・電話、メール相談等に思春期の
男女交際や男女間の性に関する
悩み相談のある場合、男女の性の
発達に関する正しい性知識の情報
提供やDV予防に関する理解を深
めるよう支援する。

・学校や関係機関が思春期相談
センターの活動を理解し、思春期
の子どもたちに気軽に利用する
よう声かけの協力が必要である

・電話相談：４９３８件。利用者の８４．３％は小学
生、中学生、高校生で、性に関する正しい性知識
の情報提供や性に関する悩み相談に対応。

・思春期相談センター広報用名刺大
カードを思春期の時期にある中高校生
ひとり一人に配布したことで、思春期の
性に特化した相談センターであることが
認識され、利用件数が増加した。

・思春期相談センタ―広報用名刺
大カードの配布を継続する。

健康対策課

県民への幅広い周知活動を行う。
ＤＶについて県民に十分知られて
いない。

担当課等と連携して、広報紙や新聞、テレビやラジ
オ、ホームページ等の多様な広報媒体を活用した
ＤＶや配偶者暴力相談支援センターの周知を行っ
た。

分析、検証は行っていません。 県民への幅広い周知活動を行う。
ＤＶについて県民に十分知られて
いない。

●精神保健福祉セン
ター等での「心の健康相

談」の実施

２
Ｄ
Ｖ

精神保健福祉セン
ター
福祉保健所

③
加
害
者
の
気
づ
き

（
４

）
加
害
者
へ
の
対
応

1
Ｄ
Ｖ
を
許
さ
な
い
社
会
づ
く
り

ホームページへの配偶者暴力支
援センター案内の記載

ホームページでの配偶者暴力支
援センターの周知方法

・リーフレットの活用とともに、ソーレ情報紙やホー
ムページで暴力（DV）の相談窓口として女性相談
支援センターを記載し、相談に繋がるよう相談窓口
を広く周知した。
・留守番電話のメッセージで案内している。

ＤＶ被害者の早期発見を図るためには、
引き続きホームページをはじめとする広
報媒体の活用で、ＤＶ被害の相談窓口
として配偶者暴力支援センターやソーレ
の周知が必要である。

ホームページ他での配偶者暴力
支援センターの案内（H25.4修正）

ホームページ他での配偶者暴力支
援センターの周知方法（H25.4修
正）

ＤＶ防止をテーマとしたＣＭ（配偶
者暴力相談支援センター連絡先
有）を作成、放送予定。

テレビＣＭは県民に広く周知する
ことができるが、放送期間が限ら
れる。

テレビスポットCMの放送
「女性に対する暴力をなくす運動」期間に合わせて
放送
放送期間　11/19～11/25
高知新聞にＤＶをテーマとした人権啓発コラムを掲
載
題名　「配偶者暴力を考える」
掲載日　11/14

相談機関から放送後の相談件数が増え
たとの連絡がある。

ＤＶ防止をテーマとしたＣＭを放送
予定

テレビＣＭは県民に広く周知するこ
とができるが、放送期間が限られ
る。

   広報広聴課、人権啓発センター
等、活用させてもらえる広報媒体を
活用して、繰り返し広報を続ける。
さんSUN高知/テレビ・ラジオ/人権
啓発センターＣＭ/ソーレスコープ

   相談が増えているとはいえ、Ｄ
Ｖ経験者が約３割であることから
考えると、まだまだ潜在してい
る。

 人権啓発センターテレビＣＭ　３社　３６回
ラジオ番組　３回
ソーレスコープ記事掲載　１回
啓発用ポケットティッシュ　１００００個
相談カード作成、配布　１９０００枚
啓発シール作成、配布　５０００枚
電車広告　女性に対する暴力をなくす運動期間中
11/19～25

広報を継続していくことにより、啓発が
推進している。

   広報広聴課、人権啓発センター
等、活用させもらえる広報媒体を
活用して、繰り返し広報を続ける。
さんSUN高知/テレビ・ラジオ/人
権啓発センターＣＭ/ソーレスコー
プ

   女性相談支援センターへの相談
は横ばい状態だが、県民意識調査
でＤＶ経験者が約３割であることか
ら考えると、まだまだ潜在しており、
広報素材の工夫や広報の強化が
求められる。

●市町村における広報
紙等を活用した周知

   広報素材等の提供

   現状では、広報している市町
村も県からの依頼に応じてくれて
いる状況なので、主体的に広報
に取り組んでもらう必要がある。

・市町村への広報文案の情報提供　１回

・広報文案を元に、自主的に広報に取り組む市町
村が見られる

・市町村が自主的に広報に取り組む際
に広報文案が参考になっている

   市町村広報等を通じて、地域住
民に対してDVを含めた人権問題
の啓発を行うよう働きかける。

・市町村の参考になる広報文案の
作成と早期の情報提供
・市町村が主体となった広報の取
組の推進

県民生活･男女共
同参画課

Ｖ
被
害
者
の
早
期
発
見

、
安
心
し
て
相
談
で
き
る
体
制
づ
く
り

県民生活・男女共
同参画課
広報広聴課
人権啓発センター
ソーレ

●県の広報紙、テレビ、
ラジオ、ホームページ等
多様な広報媒体を活用

した周知

（
１

）
相
談
窓
口
の
周
知
と
相
談
に
つ
な
げ
る
体
制
整
備

①
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

の
周
知

12



実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

デートＤＶ啓発パンフレット等への
配偶者暴力相談支援センター案内
の記載

デートＤＶ啓発パンフレット等での
配偶者暴力相談支援センターの
周知方法

派遣研修やソーレでの講演会等を通じてデートＤＶ
啓発パンフレット等で配偶者暴力相談支援セン
ター案内の記載を行った。

相談窓口の周知や相談に繋げるため、
引き続き、デートＤＶ啓発パンフレット等
で配偶者暴力相談支援センターを周知
することが必要。

デートＤＶ啓発パンフレット等への
配偶者暴力相談支援センター案
内の記載

デートＤＶ啓発パンフレット等での
配偶者暴力相談支援センターの周
知方法

   高齢者・障害者等、的を絞った
広報ツールの検討

   高齢者・障害者等、情報弱者と
言われる人たちに、必要な情報
がいきわたっていない。

 啓発用ポケットティッシュ　１００００個
相談カード作成、配布　１９０００枚
啓発シール作成、配布　５０００枚
電車広告　女性に対する暴力をなくす運動期間中
11/19～25

ポケットティッシュや啓発シールの作成
等、効果的な広報素材の作成を行っ
た。

   高齢者・障害者等向けの効果
的な広報チラシ等の検討

   高齢者・障害者等、情報弱者と
言われる人たちに、必要な情報が
いきわたるよう、広報のやり方の工
夫や配布先の検討が必要

●「女性に対する暴力をなくす運
動」実施期間中の記者クラブへの
情報提供

●新聞やテレビ、ラジオでのＤＶ
に関する報道が少ない。

担当課等を通じて、記者クラブへの情報提供を
行った。

情報提供ができている
●「女性に対する暴力をなくす運
動」実施期間中の記者クラブへの
情報提供

●新聞やテレビ、ラジオでのＤＶに
関する報道が少ない。

配偶者暴力相談支援センター等と
の共催によるＤＶ防止講演会にお
ける周知

ＤＶ防止講演会での周知方法

・DV防止講演会を「女性に対する暴力をなくす運
動」に合わせて11月18日に関係者研修として位置
付け開催。暴力相談支援センターの紹介とともに、
参加者102名が事例をもとにDVの基本を学んだ。
・写真展　「STAND性暴力サバイバーたちの素顔」
を11月12日～16日高知市役所ピロティ、11月17日
～18日ソーレアトリウムにて開催。暴力相談支援
センターを紹介するとともに、11月18日には被害者
支援センターの協力により相談スペースを設けた。

DVや性被害に対しての周囲の理解や
支援の必要性を訴えるとともに、配偶者
暴力相談支援センターを周知すること
が必要。

法務局等との共催によるＤＶ防止
講演会における周知（H25.4修正）

ＤＶ防止講演会での周知方法

ソーレ
県民生活･男女共
同参画課

●リーフレット等を活用し
た周知

２
Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
早
期
発
見

（
１

）
相
談
窓
口
の
周

①
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ

ＤＶ防止をテーマとしたＣＭを「女性
に対する暴力をなくす運動」期間に
放送予定

テレビＣＭでの周知以外は、現時
点では未定。

テレビスポットCMの放送
「女性に対する暴力をなくす運動」期間に合わせて
放送
放送期間　11/19～11/25
高知新聞にＤＶをテーマとした人権啓発コラムを掲
載
題名　「配偶者暴力を考える」
掲載日　11/14

相談機関から放送後の相談件数が増え
たとの連絡がある。

ＤＶ防止をテーマとしたＣＭを放送
予定

テレビＣＭでの周知以外は、現時
点では未定。

   「女性に対する暴力をなくす運
動」期間に、市町村広報誌等での
啓発記事の掲載を働きかけるほ
か、新たに電車広告を行うなど、
様々な媒体の活用を検討する。

   「女性に対する暴力をなくす運
動」期間に講演会等を行っている
が、周知が不十分

・講演会の実施　１０２名
・市町村に広報文案を提供し、掲載依頼

　広報文案を元に、自主的に広報に取り組む市町
村が見られる。

・テレビ・ラジオでの読み上げ依頼（広報広聴課）
・運動期間中に電車車内広告（20台/全50台）
・さんＳＵＮ高知へ運動の周知、女性相談支援セン
ターのお知らせ記事掲載
・ラジオ番組での広報

期間中に集中した広報を行い、啓発を
図った。

   「女性に対する暴力をなくす運
動」期間に、市町村広報誌等での
啓発記事の掲載を働きかけるほ
か、新たに電車広告を行うなど、
様々な媒体の活用を検討する。

  「女性に対する暴力をなくす運動」
期間に講演会等を行っているが、
周知が不十分

・女性相談支援センターと警察本
部が連携を密にして十分な対応が
できるようにする

・夜間及び緊急時でホテルや女
性相談支援センターに避難でき
ない場合の避難先の確保

・公費による緊急避難先の確保をしている ・公費による緊急避難制度が積極的に
活用された

・公費による避難先の確保をする
・本年度も公費による緊急避難制
度を積極的活用を推進する

・女性相談支援センターの夜間対
応の充実が望まれる

緊密な情報共有
郡部に一時保護委託先を確保
一定の支援を地域で行うため、
市町村・福祉保健所の対応力
を強化

定期的な連絡会の開催
日常的な連絡調整を確実に
行う
危機意識の共有化
夜間及び緊急時で、ホテルや
一時保護所に避難できない場
合の避難先の確保

・連絡会の実施
　　1回

・女性相談支援センターと警察本部
で情報共有ができた

・連絡会の実施
・女性相談支援センターと警察
本部で、継続して、情報や意識
を共有していくことが必要

●配偶者暴力相談支援
センターと警察の連携に
よる24時間対応できる

体制の確保

警察本部
女性相談支援セン
ター

②
発
見

、
通
報
及
び
相
談
に
関

す
る
体
制
整
備

見

、
安
心
し
て
相
談
で
き
る
体
制
づ
く
り

周
知
と
相
談
に
つ
な
げ
る
体
制
整
備

タ
ー

の
周
知

●「女性に対する暴力を
なくす運動」における各
機関と連携した周知

広報広聴課
ソーレ

人権啓発センター
県民生活・男女共

同参画課
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

●警察との情報共有及
び連携の強化

・女性相談支援センターと連携を密
にして十分な対応ができるようにす
る

・平素の連携、事案都度の連絡
対応でお互いの円滑な措置が行
えるよう意思疎通が必要

・現在ある程度スムーズな連携がなされている
・最近はスムースな入所避難が出来ている
・更なる女性相談支援センターとの連携強化を図
る

・女性相談支援センターとのスムーズな
連携により素早い避難が可能となって
いる

・更なる女性相談支援センターと
の連携強化を図る

・女性相談支援センターの夜間対
応の充実が望まれる

●警察との情報共有及
び連携の強化

●緊密な情報共有
●定期的な連絡会の開催
●日常的な連絡調整を確実に
行う

●多くの被害者の救済のため
引き続き配偶者暴力相談支
援センターの機能や保護命令
制度・各種の支援措置を伝え
る必要がある。
●平素の連携、事案都度の
連絡対応で、お互いの円滑な
措置が行えるよう意思疎通が
必要

・連絡会の実施
　　1回
・警察職員への研修
　　3回

・緊急時の対応がスムーズにできる
ようになった

・連絡会の実施
・警察職員への研修

担当部署以外の警察官の理解
度

医療相談室の面接室等に相談機
関カード等を配置するなど情報提
供窓口として機能を整備する。

医師の気づきにより被害者を相談機関につなげる
ことができた。

ＤＶ被害の事例に対して関係機関と連
携した取り組みができた。

医療相談室の面接室等に相談機
関カード等を配置するなど情報提
供窓口として機能を整備する。

相談に応じて個別検討会を実施
し、関係機関の情報共有及び共通
認識のもと支援体制を構築する。
連携ネットワーク会議への参加

市町村窓口担当のスキルアップ
が必要

相談に応じて個別検討会を実施し、関係機関で情
報共有し支援体制を構築することができた。

関係機関で情報共有し支援体制の構築
はできたが、市町村窓口担当のスキル
アップが必要

相談に応じて個別検討会を実施
し、関係機関の情報共有及び共
通認識のもと支援体制を構築す
る。
連携ネットワーク会議への参加

市町村窓口担当のスキルアップ

　 各分野の機関紙等での啓発の
ため、庁内に協力依頼するととも

　 医療・福祉・教育・司法関係者
・庁内各課にダイジェスト版を送付・機関紙等の情

　 各分野の機関紙等での啓発の
ため、庁内に協力依頼するととも 　 医療・福祉・教育・司法関係者

警察本部
女性相談支援セン
ター

（
１

）
相
談
窓
口
の
周
知
と
相
談
に

２
Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
早
期
発
見

、
安
心
し
て

●医療・福祉・教育・司
法関係者に対する情報
提供及び連携の強化

県立病院課
県民生活・男女共

同参画課
女性相談支援セン

ター
医事薬務課
福祉保健所
児童相談所
県立病院課
教育委員

②
発
見

、
通
報
及
び
相
談
に
関

ため、庁内に協力依頼するととも
に、直接要請する。

　 医療・福祉・教育・司法関係者
に対する働きかけの機会が少な
い。

・庁内各課にダイジェスト版を送付・機関紙等の情
報依頼、職場研修を依頼した

継続した取組が必要
ため、庁内に協力依頼するととも
に、直接要請する。

　 医療・福祉・教育・司法関係者
等、依頼先の検討

●子どもの権利110番と
の連携強化

　法務局も含めた担当者名簿の作
成等、連絡網の検討

　 子どもからのＳＯＳが、ＤＶ被害
者支援につながりにくい。

市町村担当者名簿を作成した 法務局を含めた作成に至っていない
　法務局も含めた担当者名簿の
作成等、連絡網の検討

　 子どもからのＳＯＳが、ＤＶ被害
者支援につながりにくい。

県民生活･男女共
同参画課
女性相談支援セン
ター

・女性相談支援センターとの連携
により体制の確立

・一連の対応の中での二次的被
害の存在について単一機関では
判断できない場合があり、他機
関との連携によってこれを補わな
くてはならず、それができる信頼
感がお互いに必要

・苦情に関する申し出は、警察内の別所属が行っ
ている

・苦情には適切な対応が必要である
・女性相談支援センターとの連携
による苦情に対する体制を確立
する

・苦情に十分に対応し、被害者の
二次的な被害をなくす

   職員研修等の実施による二次被
害の防止

   苦情があった場合には情報共有
等を実施

   苦情に対する迅速で適切な処
理

多種多様な相談者のニーズに的確に対応できるよ
う、相談員や支援員等の資質の向上
を図った。
所内研修８回、スーパーバイズの実施５回、専門
研修への参加　13回

日ごろから職員が問題意識を持ち、研
修等に取り組んでいる

   職員研修等の実施による二次
被害の防止

   苦情があった場合には情報共
有等を実施

   苦情に対する迅速で適切な処理

●苦情処理の体制整備

警察本部
県民生活･男女共
同参画課
女性相談支援セン
ター

に
つ
な
げ
る
体
制
整
備

て
相
談
で
き
る
体
制
づ
く
り

関
す
る
体
制
整
備
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

相談に応じて個別検討会を実施
し、関係機関の情報共有及び共通
認識のもと支援体制を構築する。
連携ネットワーク会議への参加

市町村窓口担当のスキルアップ
が必要

相談に応じて個別検討会を実施し、関係機関で情
報共有し支援体制を構築することができた。

関係機関で情報共有し支援体制の構築
はできたが、市町村窓口担当のスキル
アップが必要

相談に応じて個別検討会を実施
し、関係機関の情報共有及び共
通認識のもと支援体制を構築す
る。
連携ネットワーク会議への参加

市町村窓口担当のスキルアップ

　 各分野の機関紙等での啓発の
ため、庁内に協力依頼するととも
に、直接要請する。

　 医療・福祉・教育・司法関係者
に対する働きかけの機会が少な
い。

・庁内各課にダイジェスト版を送付・機関紙等の情
報依頼、職場研修を依頼した

継続した取組が必要

　 各分野の機関紙等での啓発の
ため、庁内に協力依頼するととも
に、直接要請する。

　 医療・福祉・教育・司法関係者
等、依頼先の検討

●相談員や心理ケア担
当職員等に対する専門
研修の実施及び専門研
修への参加

各種の研修の情報を積極的に
取入れ可能な限り参加させる。
各種セミナー参加

相談員の経験年数、スキルレ
ベルに合った研修の確保

・各種研修を受講させ相談のスキルアップを
図った
専門研修への参加13回

・相談者、入所者の信頼を得ている
・各種研修を受講させ相談の
スキルアップを図る

・相談員のスキルレベルに合っ
た研修の確保
・専門研修への参加による相談
業務への反映

女性相談支援セ
ンター

●相談員に対するスー
パーバイズの実施

精神科医によるスーパーバイズ
の実施

相談員の経験年数、スキルレ
ベルの格差

・精神科医によるスーパーバイズの実施
　　　　5回実施

・対応困難な相談者への適切な対
応

・精神科医によるスーパーバイ
ズの実施 ・困難事例が増えている

女性相談支援セ
ンター

●福祉保健所との連携

生活保護、育児支援での家庭訪問
など、日常業務の中でDVが疑われ
る場合があれば、所内で情報共

所内（生活保護担当）での連携
●生活保護担当に相談があった時は、所内で情報
共有し、市町村と連携をとるなかで必要に応じて女

●生活保護担当が直接住民と関わるこ
とから、所内（生活保護担当）での連携

●生活保護、育児支援での家庭
訪問など、日常業務の中でDVが
疑われる場合があれば、所内で

所内（生活保護担当）での連携

女性相談支援セン
ター

県民生活・男女共
同参画課

女性相談支援セン
ター

医事薬務課
福祉保健所
児童相談所
県立病院課
教育委員

①
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン

タ
ー

の
周
知

（

●医療・福祉・教育・司
法関係者に対する情報
提供及び連携の強化

２
Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
早
期
発
見

②
発
見

、
通
報
及
び
相
談
に

関
す
る
体
制
整
備

（
１

）
相
談
窓
口
の
周
知
と

相
談
に
つ
な
げ
る
体
制
整
備

●福祉保健所との連携
強化

る場合があれば、所内で情報共
有した後、女性相談支援セン
ターと連携を行い、状況に応じ
て支援を行う。

所内（生活保護担当）での連携 共有し、市町村と連携をとるなかで必要に応じて女
性相談支援センターと連携を行うことができた。

とから、所内（生活保護担当）での連携
が必要である。

疑われる場合があれば、所内で
情報共有した後、女性相談支援
センターと連携を行い、状況に応
じて支援を行う。

所内（生活保護担当）での連携
ター
福祉保健所

状況に応じて子どもの一時保護を
実施するとともに、子どもにとって
の最善の援助を行う

連携の強化

○中央児相
・児童相談所から女性相談支援センターへのＤＶ
に関する通告・相談件数　　2件
・女性相談支援センターから児童相談所への通
告・相談件数   6件
●幡多児相
女性相談支援センターから児童養護施設へ一時
保護委託したケース説明　１件

・配偶者からの暴力の被害者の子ども
の保護に関する連携ができた。

状況に応じて子どもの一時保護を
実施するとともに、子どもにとって
の最善の援助を行う

・女性相談支援センターと児童相
談所との連携強化

●関係機関や県民等に子ども
たちの状況や、ＤＶが子どもに
与える影響を伝え、理解を求め
る。
●児童相談所との定例会の実
施
●状況に応じて子どもの一時
保護を実施するとともに、子ど
もにとっての最善の援助の実施

ＤＶにかかる子どもの心理的
ケアの必要性が関係機関に
まだ認識されていない。
子どもに関わる関係機関に、
子どもの心のケアを行う人材
が不足している。
連携の強化

・児相との連絡会開催
　　　2回実施

・情報共有ができるようになった ・児相との連絡会開催
・同伴児の心のケア
・児相と女相の役割分担

相談に応じて所内で情報共有をし
たうえで、被害者に対して各種福
祉制度等情報提供を行う。

市町村窓口担当のスキルアップ
が必要

相談に応じて所内で情報共有を行ったり、各種福
祉制度等を情報提供することができ、生活保護と
連携しての支援や母子支援生活施設への入所に
繋がった。

所内生活保護担当と共通認識のもと情
報共有を行い支援の方向性を明確化す
ることで、被害者に対して適切な支援を
タイムリーに行うことができた。

相談に応じて所内で情報共有をし
たうえで、被害者に対して各種福
祉制度等情報提供を行う。

●市町村窓口担当のスキルアップ

市町村ごとにＤＶ被害者支援の
サービスについて話し合う場に
出向く

市町村間の温度差
町村の職員体制のぜい弱さ

・市町村支援担当職員への研修
　　　　　　　10市町村

・市町村内でのＤＶ担当課を中心と
した連携が取れ始めた

・市町村支援担当職員への研
修
　　　　　　　3市

・市町村間での温度差

●児童相談所との連携
強化

●住民の身近な窓口と
して、福祉保健所でのＤ

Ｖ被害者の支援

女性相談支援セン
ター
児童相談所

福祉保健所
女性相談支援セン
ター

（
２

）
配
偶
者
暴
力
支
援
セ
ン
タ
ー

の
機
能
の
強
化

見

、
安
心
し
て
相
談
で
き
る
体
制
づ
く
り

②
県
の
他
機
関
と
の
連
携
強
化

③
市
町
村
と
の
連
携
強

化
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

（
２

）
配
偶
者
暴

力
支
援
セ
ン
タ
ー

の
機
能
の
強
化

③
市
町
村
と
の
連

携
強
化

●市町村の取組に対す
る助言等

●ＤＶ被害者支援に関する相談
や取組への助言の実施

相談員等職員のスキル
・市町村支援担当職員への研修
　　　　　　　10市町村

・市町村内でのＤＶ担当課を中心と
した連携が取れ始めた

・市町村支援担当職員への研
修
　　　　　　　3市

・市町村間での温度差
女性相談支援セ
ンター

障害者110番や障害者相談支援事
業所でのパンフレット配布等

　連携しやすい体制（定期的な情
報交換）などの検討

・高知県障害者権利擁護センターの設置
・障害者電話相談事業（障害者110番）における相
談受付　平成24年度実績　1,446件
　　　　　　（うち人権・法律　37件）

パンフレットの配布による情報提供がで
きている

障害者110番や障害者相談支援
事業所でのパンフレット配布等

連携しやすい体制（定期的な情報
交換）などの検討

配偶者暴力相談支援センターに関
するチラシ等の収集と多言語化

予算
チラシの多言語化を実施し、今後の広報啓発に向
けた基盤づくりを進めた。

多言語化したチラシを作成し、広報啓発
に活かしていく必要がある。

チラシの作成 予算等

1．高齢者総合相談センターリーフ
レットの配布、市町村広報誌への
記事掲載等の検討。

2．新聞やラジオ等による認知症
コールセンターの周知。

1．リーフレットを毎年配布する
が、相談件数が減少しているた
め、配布方法の検討が必要。

2．より多くの県民への認知症
コールセンターの周知

1.高齢者総合相談センターリーフレットの配布
配布箇所：1,000箇所
（福祉施設、公共機関・窓口、郵便局、スーパー
等）
配布部数：10,000部

2.認知症コールセンターへの相談件数　Ｈ24年度：
407件

1.相談件数は昨年度と比べ微増（14件
増、合計995件）したが、今後も周知を
行っていく必要がある。

2.相談件数は400件を超えており、一定
の周知ができた。今後もさらなる周知の
ために、新聞やラジオ等を活用した周知
を行う必要がある。

1．高齢者総合相談センターリーフ
レットの配布、市町村広報誌への
記事掲載等の検討。

2．新聞やラジオ等による認知症
コールセンターの周知。認知症に
ついてのパンフレットリニューアル

1．リーフレットを毎年配布するが、
相談件数が減少しているため、配
布方法の検討が必要。

2．より多くの県民への認知症コー
ルセンターの周知

配偶者暴力相談支援センターに関
するチラシ等の収集と多言語化

予算
チラシの多言語化を実施し、今後の広報啓発に向
けた基盤づくりを進めた。

多言語化したチラシを作成し、広報啓発
に活かしていく必要がある。

チラシの作成 予算等

   ターゲットを絞ったチラシ等の作  国際交流課と連携した、チラシ等
●外国語パンフレット等
の作成及び関係機関へ

障害保健福祉課
国際交流課
高齢者福祉課

国際交流課
県民生活･男女共
同参画課

（
３

）
高
齢
者

、

①
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

の
周
知

●高齢者、障害者、外国
人の相談窓口での周知

２
Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
早
期
発
見    ターゲットを絞ったチラシ等の作

成の検討

   国や他機関が作成したチラシ等
を関係機関に配置

   一般的な啓発物では、外国人
や高齢者などには対応できない
部分がある。

パンフレットの翻訳を行った
該当する被害者への説明にとどまって
いる

 国際交流課と連携した、チラシ等
の翻訳の検討

   国や他機関が作成したチラシ等
を関係機関に配置

   一般的な啓発物では、外国人や
高齢者などには対応できない部分
がある。

障害者虐待防止法の研修での周
知等

・高知県障害者虐待防止セミナーの実施
　H24.10.21　参加者：129名
・高知県障害者虐待防止・権利擁護研修事業の実
施

障害者虐待防止法の研修での周
知等

高齢者及び障害者権利擁護連携
会議を通じて、構成団体の交流の
推進。

職種により支援先が異なるため、
研修内容に偏りが生じる。
職種を超えての対応と職種間の
連携方法の確立。

高齢者及び障害者権利擁護連携会議の開催（Ｈ
24.10.15）
会議での意見交換によって、各団体の行っている
権利擁護に関する取組みが明らかになった。

会議を継続して開催することで、各団体
の連携強化につながる。

高齢者及び障害者権利擁護連携
会議を通じて、構成団体の交流の
推進。

職種により支援先が異なるため、
研修内容に偏りが生じる。
職種を超えての対応と職種間の連
携方法の確立。

連絡会、イベント時でのＤＶの周知
外国人向けの人権・生活相談を通じた啓発に努め
た。

今後は，prのみならずチラシ等の配布も
必要

チラシの作成（多言語化たチラシ
がない場合は、日本語のチラシを
配布）

予算等

   それぞれの分野の相談窓口との
連携

   関係団体に対する研修会等の
実施の働きかけ

   通常、福祉関係団体等とのつ
ながりがない。

女性に対する暴力の防止週間に合わせて、男女
共同参画センターソーレで、DV防止啓発講演会を
行った

女性団体や市町村関係者等の参加は
あったが、まだまだ不十分

   それぞれの分野の相談窓口と
の連携

   関係団体に対する研修会等の
実施の働きかけ

   通常、福祉関係団体等とのつな
がりがない。

●高齢者総合相談セン
ター、地域包括支援セン
ター、認知症コールセン
ターの周知及び配偶者
暴力相談支援センターと
の連携

1．高齢者総合相談センターリーフ
レットの配布、市町村広報誌への
記事掲載等の検討。

2．新聞やラジオ等による認知症
コールセンターの周知。

1．リーフレットを毎年配布する
が、相談件数が減少しているた
め、配布方法の検討が必要。

2．より多くの県民への認知症
コールセンターの周知

1.高齢者総合相談センターリーフレットの配布
配布箇所：1,000箇所
（福祉施設、公共機関・窓口、郵便局、スーパー
等）
配布部数：10,000部

2.認知症コールセンターへの相談件数　Ｈ24年度：
407件

1.相談件数は昨年度と比べ微増（14件
増、合計995件）したが、今後も周知を
行っていく必要がある。

2.相談件数は400件を超えており、一定
の周知ができた。今後もさらなる周知の
ために、新聞やラジオ等を活用した周知
を行う必要がある。

1．高齢者総合相談センターリーフ
レットの配布、市町村広報誌への
記事掲載等の検討。

2．新聞やラジオ等による認知症
コールセンターの周知。認知症に
ついてのパンフレットリニューアル

1．リーフレットを毎年配布するが、
相談件数が減少しているため、配
布方法の検討が必要。

2．より多くの県民への認知症コー
ルセンターの周知

高齢者福祉課

の作成及び関係機関へ
の配置

②
各
相
談
機
関
に
お
け
る
相
談
機
能
の
強
化

●各団体の研修会等で
のＤＶ防止のための啓

発

同参画課
女性相談支援セン
ター

障害保健福祉課
高齢者福祉課
国際交流課
県民生活･男女共
同参画課
女性相談支援セン
ター

障
害
者

、
外
国
人
が
相
談
し
や
す
い
体
制
づ
く
り

知見

、
安
心
し
て
相
談
で
き
る
体
制
づ
く
り
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

●障害者110番や高知
いのちの電話の周知及
び配偶者暴力相談支援
センターとの連携

　障害者110番事業のパンフレット
作成・配布

　連携しやすい体制（定期的な情
報交換）などの検討

・高知県障害者権利擁護センターの設置

・障害者虐待防止啓発カード・普及啓発パンフレッ
トの作成及び配布

パンフレットの配布による情報提供がで
きている

障害者110番事業のパンフレット
作成・配布

連携しやすい体制（定期的な情報
交換）などの検討

障害保健福祉課
女性相談支援セン
ター

・心の健康相談の実施
・女性相談支援センター等他の相
談機関から要請のあった相談者へ
の対応

・関係機関とのタイムリーな連携
・女性相談支援センターの紹介による面接相談　５
件
・女性相談支援センターへの技術支援　２０件

個別面接への対応のほか、関係機関へ
の技術的支援も行っている

・心の健康相談の実施
・女性相談支援センター等他の相
談機関を経由した相談者への対
応
・関係機関への技術的支援の実
施

関係機関とのタイムリーな連携

相談に応じて随時対応 相談実績がない。

相談を受けた際、相談者に了解を得て、事前に配
偶者暴力相談支援センターに情報提供を行うこと
で、相談者がスムーズに支援を受けることができ
た。

配偶者暴力相談支援センターとの連携
を行うことで、支援者にスムーズな対応
ができる。

心の健康相談の周知について
は、ケース会や研修会開催時に
周知を行う。また、配偶者紡織相
談支援センターとの連携について
は、相談に応じて随時対応してい
く。

市町村窓口担当へのスキルアップ

●国際交流協会の周
知、啓発チラシの作成及
び配偶者暴力相談支援
セン
ターとの連携

啓発チラシの増刷 予算 H25年度予算計上。
人権・生活相談では、連携が取れてい
る。

協会ＰＲパンフに人権・生活相談
と通訳ボランティアについて紹介
する。

予算

国際交流課
女性相談支援セン
ター

　手話通訳者等の養成研修の実
施

　高知市周辺以外は県に登録し
ている手話通訳者等が少ないた
め、市町村の協力と計画的な養
成が必要

高知市、西部地域、東部地域で手話通訳者養成
研修を実施。手話通訳者として５名登録。

高知市で要約筆記者養成研修を実施。要約筆記

高知市、西部地域、東部地域で
手話通訳者養成研修（応用課程）
を実施。

高知市で要約筆記者養成研修

手話通訳、要約筆記共に指導者の
養成

２
Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
早
期
発
見

、
安
心
し
て
相
談
で
き
る
体
制

（
３

）
高
齢
者

、
障
害
者

、
外
国
人
が
相
談
し
や
す
い
体
制

②
各
相
談
機
関
に
お
け
る
相
談
機
能
の
強
化

●心の健康相談の周知
及び配偶者暴力相談支

援センターとの連携

③
相
談
窓

リ

女性相談支援セン
ター
精神保健福祉セン
ター
福祉保健所

障害保健福祉課成が必要
高知市で要約筆記者養成研修を実施。要約筆記
者として11名登録。

高知市で要約筆記者養成研修
（前期課程）を実施。

ボランティア制度の周知 積極的なＰＲ
イベント等を実施する際、ニーズに応じて外国語通
訳を手配。

通訳にレベル差があるため、全体的な
研修等が必要。

協会ＰＲパンフに人権・生活相談
と通訳ボランティアについて紹介
する。

積極的なＰＲ

・女性相談支援センターへの避難
の際は、必要に応じて警察官によ
る搬送を行う

・夜間休日は小規模署での対応
が困難な場合がある

・女性相談支援センターへの避難の際は、必要に
応じて警察官による搬送を行なっている

・夜間休日は小規模署での対応が困難
な場合がある

・本年度も女性相談支援センター
への避難の際は、必要に応じて
警察官による搬送を行なう

・郡部署、小規模署では女性相談
支援センターへの搬送要員の確保
が難しい

年度当初に連絡会を開催し、安
全確保について確認
個別検討会を行うときは、必ず
警察等に出席してもらい、連携
のもと被害者等の安全の確保
に努める。
一時保護所への避難の際は、
必要に応じて警察官により実施

関係機関の連携
夜間休日は、小規模署での対
応が困難な場合がある。

・連絡会の実施
　　1回
・警察職員への研修
　　3回

・緊急時の対応がスムーズにできる
ようになった

・連絡会の実施
・警察職員への研修

担当部署以外の警察官の理解
度

●個別検討会を行うときは、必ず
警察等に出席してもらい、連携のも
と被害者等の安全の確保に努め
る。

関係機関の連携
相談を受けた時点から、必要に応じて警察と情報
共有を行い、連携のもと被害者等の安全の確保に
努めることができた。

警察等と連携した安全の確保により、被
害者が安心して地域で生活ができる。

必要に応じて警察等と連携を行
い、被害者等の安全の確保に努
める。

関係機関の連携

制
づ
く
り

制
づ
く
り

窓
口
の
バ
リ
ア
フ

リ
ー

化

●外国語通訳及び手話
通訳等の確保

障害保健福祉課
国際交流課
女性相談支援セン
ター

女性相談支援セン
ター
福祉保健所
警察本部

（
１

）
関
係
機
関
の
連
携
に
よ
る
一
時
保
護
と
安
全
の
確
保

３
Ｄ
Ｖ
被
害
者
支
援
の
一
時
保
護
体
制
の
充
実

①
迅
速
な
一
時
保
護
の
実
施

●警察等と連携した安
全の確保
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

●迅速かつ安全に24時
間対応できる保護体制
の確立

・適当な避難場所の確保と公費負
担制度の効果的な活用を行う

・高知市中心部以外では活用が
少なく、制度の周知も含めて避難
とそれに対応する制度の積極的
利用を行っていく必要がある

・ホテル等の避難場所を事前に確認し、避難できる
態勢を確保している

・夜間等で避難場所の確保が難しい場
合がある

・ホテル等の避難場所を事前に確
認し、避難できる態勢を確保して
いる
・公費負担制度の充実を図る

・夜間等で避難場所の確保が難し
い場合があり、避難場所を開拓す
る必要がある

警察本部
女性相談支援セン
ター

●県域を越えた広域で
の保護体制の整備

●継続して、民間シェルター等
との連携を図る

●他県の婦人相談所との連
携が十分でない

・県外の民間シェルターへの保護
　　　1件
・他県の婦人相談所への情報提供
　　　1件

・被害者の安全確保ができた ・民間シェルター等との連携を
図る

・他県の婦人相談所との連携が
十分でない

女性相談支援セ
ンター

・保護命令の説明及び利用への効
果的アドバイスを実施

・現状では問題がないと判断して
いる

・相談受理時における被害者の意思決定支援を実
施
・相談受理時に保護命令制度の教示を実施

・現状では問題がないと判断している

・相談受理時における被害者の意
思決定支援を実施
・相談受理時に保護命令制度の
教示を実施

・身体に危害が及ぶ可能性が認識
できない被害者がいる
・避難の必要性の認識不足な被害
者がいる

●ＤＶ相談者に制度の情報提
供、手続きを支援 該当なし

・保護命令提出支援
　　　35件

・制度の情報提供、手続きを支援で
きた

・ＤＶ相談者に制度の情報提
供、手続きを支援
・保護命令の説明及び利用へ

該当なし

●被害者への保護命令
制度の情報提供及び手

続支援

警察本部
女性相談支援セン
ター

３
Ｄ
Ｖ
被
害
者
支
援

（
１

）
関
係
機
関
の
連
携
に

①
迅
速
な
一
時
保
護
の
実
施

●保護命令の説明及び利用へ
の効果的アドバイスを実施

　　　35件 きた ・保護命令の説明及び利用へ
の効果的アドバイスを実施

・女性相談支援センターとの都度
積極的な情報交換

・平素から意思の疎通を図り、ス
ムーズな情報交換ができるよう
にしておく

・女性相談支援センターや市町村と連携を密にし
て行方不明者届の不受理や住民基本台帳閲覧制
限を実施している

・スムーズな住民基本台帳閲覧制限が
実施されている

・本年度も女性相談支援センター
や市町村と連携を密にして行方
不明者届の不受理や住民基本台
帳閲覧制限を実施する

・女性相談支援センターとの更なる
情報交換を積極的に行う必要があ
る

■情報共有の際、守秘義務の再
度確認 ■連携の強化

○中央児相
女性相談支援センターと児童相談所との連携によ
り、状況に応じて子どもの一時保護を受けるととも
に、子どもにとっての最善の援助がなされるよう関
与
●幡多児相
秘密保持はできている

・配偶者からの暴力の被害者の子ども
の保護に関する連携ができた。

■情報共有の際、守秘義務の再
度確認

・女性相談支援センターと児童相
談所との連携強化

●指導事務担当者会におい
て、DV被害者支援について情
報提供を行う。

・各教育事務所管内指導事務担当者会において、
女性相談支援センターからＤＶの現状やセンター
の役割について情報提供を行った。
(8/28,10/2,10/5)

・ＤＶについての理解を深めるとともに、
ＤＶ被害者の子どもの就学については
就学の機会が確実に確保されるよう指
導を徹底すること、ＤＶ被害者の子ども
の就学であることを関係者間で共有す
るとともに、転学先の学校名や所在地
等の情報を知り得る者については必要

・今後も研修の機会等を活用し
て、ＤＶ被害者支援についての情
報提供を行う。

●個別検討会の中で、関係機関が
共通認識のもと秘密保持の徹底を
図る。

●市町村担当者等の心のケアが
必要である。

●個別検討会を行い、秘密保持の徹底を図ること
ができた。

●被害者の秘密を保持するためには、
個別検討会等で、守秘義務の徹底をし
関係機関が共通認識を図る。

●個別検討会の中で、関係機関
が共通認識のもと秘密保持の徹
底を図る。

●市町村担当者等の心のケアが
必要である。

●関係機関に対する秘
密の保持の徹底

女性相談支援セン
ター
福祉保健所
児童相談所
教育委員会
警察本部

②
同
伴
者
を
含
め
た
安
全
の
確
保

援
の
一
時
保
護
体
制
の
充
実

に
よ
る
一
時
保
護
と
安
全
の
確
保
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

女性相談支援センター等と連携
し、必要に応じて巡回等の対応を
行う

・被害者の生活状況、加害者の
予想行動に基づき適切な巡回等
を行わなければならず、的確な
判断が必要

・本年度も女性相談支援センター
等と連携し、必要に応じて巡回等
の対応を行なう

・女性相談支援センターが南署管
内であり、南署の負担が大きい

●セキュリティ対策の強化
●入所中の見守り支援の充実
●警察と配偶者暴力相談支援
センター等が連携し、必要に応
じた巡回等の実施

●被害者の生活状況、加害
者の予想行動に基づき適切
な巡回等を行わなければなら
ず、的確な判断が必要

・セキュリティ対策の強化
・入所中の見守り支援の充実
・警察と配偶者暴力相談支援
センター等の連携

・入所者の予想外の行動や加
害者への対応など、的確な判
断が必要

●専門機関との連携に
よる心の健康の回復支
援

●民間団体のカウンセラー等に
よるメンタルケアの実施（毎金
曜日）
●退所後の個別カウンセリング
の実施（随時）

●退所者に対する個別カウン
セリングの継続

・メンタルヘルスの実施
　　　29名
・民間研究所でのカウンセリング
　　　3名

・外部のカウンセラーとの面接によ
り、不安等を取り除くことができた

・民間団体のカウンセラー等に
よるメンタルケアの実施（毎金
曜日）
・退所後の個別カウンセリング
の実施（随時）

・退所者に対する個別カウンセ
リングの継続

女性相談支援セ
ンター

●心理ケア担当による
心の健康回復支援

●毎週火曜日に心理教育、リラ
クゼーションを実施

●心理ケア担当者のスキル
アップ

・心理教育、リラクゼーションを実施
　　　62回

・相談者の心の健康が回復した ・心理教育、リラクゼーションを
実施

・心理ケア担当者のスキルアッ
プ

女性相談支援セ
ンター

３
Ｄ
Ｖ
被
害
者
支

（
２

）
配

●一時保護期間中に、
入所者が安心して過ご

せる環境の整備

①
被
害
者
の
心
理
ケ
ア
の
充

②
同
伴
者
を
含
め
た
安
全
の
確
保

（
１

）
関
係
機
関
の
連
携
に
よ
る
一

時
保
護
と
安
全
の
確
保

・女性相談支援センター等と連携し、必要に応じて
巡回等の対応を行なっている

・現状では問題がないと判断している
女性相談支援セン
ター
警察本部

クゼーションを実施 アップ 実施 プ

●児童相談所等と連携
した子どもの心理判定
やカウンセリングの実施

■一時保護及び施設入所措置を
行った児童の状況に応じて児童へ
の心理判定やカウンセリング等実
施。

○中央児相
「児童の家庭におけるＤＶは心理的虐待にあた
る。」と虐待防止法で定義されており、一時保護等
を行った子どもには、心理判定やカウンセリング等
を実施している。
●幡多児相
女性相談支援センターからの情報提供により、子
どもへの面接をおこなったもの　１件
女性相談支援センターが一時保護委託した子ども
の動的家族画分析対応　１件

・一時保護及び施設入所措置を行った
子どもの状況に応じて、児童への心理
的判定やカウンセリング等を実施した。

■一時保護及び施設入所措置を
行った児童の状況に応じて児童
への心理判定やカウンセリング等
実施。

女性相談支援セン
ター
児童相談所

●療育福祉センターと連
携した障害の心配のあ
る子どもへの対応

「療育福祉センター及び中央児童
相談所の今後のあり方を考える
会」において、相談支援のあり方を
検討

「療育福祉センター及び中央児童相談所の今後の
あり方を考える会」において、相談支援のあり方を
検討し、最終報告書を頂き、これに基づき「（仮称）
高知県子ども総合センター整備基本構想」を策定
した。

概ねスケジュールどおりに進んだ

「（仮称）高知県子ども総合セン
ター整備基本構想」に基づき、施
設整備に向けた基本設計等を行
う。

療育福祉センター
女性相談支援セン
ター

中庭・プレイルーム・学習室の
整備
ベビーシッターの確保
心の教育センターとの連携によ
る、保護している子どもへのプ
レイセラピー等の機会を提供

・中庭・プレイルーム・学習室の整備
・ベビーシッターの確保

・同伴児が安心して過ごすことがで
きた

・中庭・プレイルーム・学習室
の整備
・ベビーシッターの確保
・心の教育センターとの連携

女性相談支援センターと連携し、
保護している子どもへのプレイセラ
ピー等の機会を提供する。

・平成24年度については、保護している子どもへの
対応の機会はなかった。

・引き続き連携し、ケースによって
は、女性相談センターに出向き、
出張教育相談を行う。

支
援
の
一
時
保
護
体
制
の
充
実

配
偶
者
暴
力
支
援
セ
ン
タ
ー

の
に
お
け
る
一
時
保
護
体
制
の
充
実

実

女性相談支援セ
ンター
教育委員会

女性相談支援センターと児童相
談所との連携の強化及び役割分

担の再確認

・女性相談支援センターと児童相
談所との連携の強化及び役割分

担の再確認

②
子
ど
も
の
心
身
の
ケ
ア
の
充
実

③
保
育

、
学
習
支
援
の
充
実

●安心して遊ぶことので
きる環境の整備
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

●学校と連携した一時
保護所での教育支援

教員ＯＢによる学習支援実施
（随時）
　　　登録教員ＯＢ（4名）

代替ＯＢの不足
学校の協力が必要

・教員ＯＢによる学習支援実施 ・同伴児の教育支援ができた ・教員ＯＢによる学習支援実施
・学校の協力が必要

女性相談支援セ
ンター
教育委員会

●就学のためのさまざま
な制度の情報提供と手
続支援

授業料無償化の実施(専攻科を除
く）により、すべての生徒が等しく学
べる支援を行う。
専攻科の生徒への授業料の減免
国が導入した所得連動型返還猶
予制度に準じた猶予制度導入の検
討

・公立高等学校授業料不徴収交
付金の算定において、授業料減
免相当額を全国一律の調整率に
より算出しており、地方に財政負
担が生じている。
・新たな財源が必要となること。
（奨学金）

・授業料無償化の実施（専攻科を除く）により、すべ
ての生徒が等しく学べる支援を行った。
・専攻科の生徒への授業料の減免
・経済的理由による返還猶予制度を新設し、H24年
4月1日以降に貸与を受けていた奨学生について、
返還猶予の条件が広がった。

・家庭の状況に関わらず、すべての意
志ある高校生等が安心して勉学に打ち
込める社会を作るため、授業料無償化
は、家庭の教育費の負担の軽減につな
がっている。
・まだ実績はないが、奨学金制度対象
者について将来の返還に対する不安の
軽減につながっている。

・授業料無償化制度については、
H26年度からの実施と公表され、
H25年度秋頃には何らかのものが
示されるとの説明もあり、今後も
国の動向等の情報を収集し、本
県における所得制限を設けた授
業料無償化制度や給付型奨学金
制度の円滑な実施につなげる。
・対象者への制度周知

・H26年度から実施される予定の所
得制限を設けた授業料無償化の
保護者・生徒・学校への周知、条例
の改正、予算措置及び電算システ
ム稼働
・財源の確保

高等学校課
女性相談支援セン
ター

●設備の見直しや避難
訓練等の実施による安
全対策

南海地震等の対策として、年３
回避難訓練を実施

定期的な実施
・南海地震等の対策として、年２回避難訓練を
実施

・安全対策が図られた
・南海地震等の対策として、年
２回避難訓練を実施

定期的な実施
女性相談支援セ
ンター

●備蓄等の充実
備蓄品等の拡充　（３日分→１
週間分）

継続的な予算の確保
・備蓄品等の拡充　（３日分→１週間分）

・安全対策が図られた
・備蓄品等の１週間分の維持

継続的な予算の確保
女性相談支援セ
ンター

●代替施設による事業    県有施設等の活用について、関    災害があっ場合に、必ず使用
職員厚生課やソーレと協議を行った

ソーレの会議室等を使用するよう協議を ソーレの使用について引き続き協
高知市の避難場所指定との調整

県民生活･男女共
同参画課

④
災
害
に
備
え
た
体
制
づ
く
り

③
保
育

、
学
習
支
援
の
充
実

３
Ｄ
Ｖ
被
害
者
支
援
の
一
時
保

（
２

）
配
偶
者
暴
力
支
援
セ
ン
タ
ー

の
に
お
け
る
一
時
保
護
体
制
の ●代替施設による事業

の継続
   県有施設等の活用について、関
係課等と協議し検討

   災害があっ場合に、必ず使用
できる施設、設備の準備

職員厚生課やソーレと協議を行った
ソーレの会議室等を使用するよう協議を
進めている

ソーレの使用について引き続き協
議を進めていく。

高知市の避難場所指定との調整
同参画課
女性相談支援セン
ター

①
軍
部
に
お

け
る
一
時
保

護
施
設
の
確

保
●郡部における一時保
護施設の確保

●一時保護委託の民間施設の
開拓（東部）

情報収集 新たな委託先は確保していない 引き続き開拓していく ・一時保護委託先の確保 情報収集
女性相談支援セ
ンター

●既存の支援団体との連携強
化
●一時保護委託先の確保（４か
所確保済）

●民間シェルターの拡充
●県東部、県外の委託先の
確保

・一時保護委託
　　5世帯　12人

・ＤＶ被害者の安全が図られた
・既存の支援団体との連携強
化
・一時保護委託先の確保

・民間シェルターの拡充
・県東部、県外の委託先の確保

県民生活･男女
共同参画課
女性相談支援セ
ンター

   既存の支援団体との連携強化    民間シェルターの拡充    既存の支援団体との連携を図った
支援団体と連携した体制が築けてい
る。

   既存の支援団体との連携強化    民間シェルターの拡充
県民生活･男女共
同参画課

●障害者及び高齢者施
設の活用の検討

　研修時に参加施設名簿等を配布
し、施設間での協力体制の構築を
促す。

　市町村が異なる受入施設を複
数確保するために、関連市町村
の合意形成が必要。

・高知県高齢者権利擁護研修会の開催（Ｈ25.1.31）
参加者：123名
施設管理者を対象に開催し、名簿を配布した。プロ
グラムにグループワークを組み込み、参加者間の
情報交換及び連携強化を図った。

・今後も継続して実施することで事業所
における権利擁護の意識を高めるととも
に、事業所間の連携強化を図る。

　研修時に参加施設名簿等を配
布し、施設間での協力体制の構
築を促す。

　市町村が異なる受入施設を複数
確保するために、関連市町村の合
意形成が必要。 高齢者福祉課

障害保健福祉課

●県営住宅の募集時の
優先措置による支援

定期の募集による応募者の入居に
係る選考にあたって、ＤＶ被害者の
当選倍率を高める方法により選考
を行っていく。

ＤＶ被害者の住宅が必要な時期
と県営住宅の定期募集の時期が
一致するとは限らない。被害者
の自立時期に臨機応変に対応し
ていくことが必要である。

平成24年度、４回の定期募集を実施。募集戸数
155戸に対し、1073名の応募があった。応募者のう
ちＤＶ被害者からは７名の応募があり抽選の結果、
１名入居した。

県営住宅への入居者選考にあたって
は、DV被害者のみならず、障害者世
帯、母子、父子世帯等に対しても、優遇
措置を実施しており、ＤＶ被害者が確実
に入居できるものではない。

定期の募集による応募者の入居
選考にあたっては、ＤＶ被害者等
に対する当選倍率を高める方法
により選考を行っていく。

ＤＶ被害者の住宅が必要な時期と
県営住宅の定期募集の時期が一
致するとは限らない。被害者の自
立時期に臨機応変に対応していく
ことが必要である。

住宅課

●民間事業者の協力に
よる住宅に関する情報
の提供

民間事業者との協力体制の確
立

入居時における保証人の確
保

・借家情報や、保証人の確保 ・自立につながった
・民間事業者との協力体制の
確立

該当なし
女性相談支援セ
ンター

り

４
Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
自
立

支
援

保
護
体
制
の
充
実

充
実

（
３

）
民
間
支
援
施
設
等
と
の
連
携
に
よ
る
一
時
保
護

体
制
の
充
実

②
民
間
支
援
施
設
等
と
の
連
携

①
住
宅
の
確
保

（
１

）
Ｄ
Ｖ
被
害
者
の

生
活
再
建

●民間シェルターとの連
携による一時保護体制

の充実
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

●保証料補給制度、融
資制度等の情報提供

適時の情報収集 適時の情報収集 ・情報収集を行った 被害者への情報提供ができた ・情報収集の充実 適時の情報収集
女性相談支援セ
ンター

検討 該当なし 空き部屋を貸与 要望に応えることができた
部局間使用申請があり、かつ職
員住宅に空きがあれば部屋の提
供を検討する

改修工事により空き部屋が不足す
る

緊急を要するＤＶ被害者の一時入
居先として、県営住宅が活用でき
るよう、関係規定を整備する。

県営住宅への入居は、定期募集
によることが基本であり、必ずし
も被害者の希望に添えない場合
がある。

緊急を要するＤＶ被害者の一時入居先として、県
営住宅を提供するため、「ＤＶ被害者に関する県営
住宅施設等目的外使用許可事務取扱要綱」を制
定した。

ＤＶ被害者が緊急避難先として、県営住
宅を希望した場合に受入れする制度が
できた。

緊急避難先として、県営住宅を希
望するＤＶ被害者に対しては、「Ｄ
Ｖ被害者に関する県営住宅施設
等目的外使用許可事務取扱要
綱」に基づき、可能な範囲で県営
住宅を提供していく。

県営住宅への入居は、定期募集に
よることが基本であり、必ずしも被
害者の希望に添えない場合があ
る。

   ＤＶ被害者が県職員住宅や県営
住宅を短期利用できるよう体制を
整える。

   部屋数が限られるため、被害
者が必要とする時に、常に利用
できるかどうかが課題。

　 被害者のプライバシーの確保

   ＤＶ被害者が県職員住宅や県営住宅を短期利
用できるよう体制を整えた。 被害者の自立支援に役立っている

   ＤＶ被害者が県職員住宅や県
営住宅を短期利用できるよう体制
を整える。

  被害者が必要とする時に、常に
利用できる状態の確保

　 被害者のプライバシーの確保

●ハローワークとの連携
による就職の促進

●一時保護、自立支援入所者
への積極的な支援や働き掛け
●ハローワークとの連絡会の実
施

●ＤＶ被害者の実情について
の理解

・一時保護、自立支援入所者への積極的な支
援や働き掛け

・自立につながった
・一時保護、自立支援入所者
への積極的な支援や働き掛け

・ＤＶ被害者の実情についての
理解

女性相談支援セ
ンター

（
１

）
Ｄ
Ｖ

４
Ｄ
Ｖ
被

●県職員住宅及び県営
住宅の短期利用の検討

県民生活・男女共
同参画課
女性相談支援セン
ター
職員厚生課
住宅課

①
住
宅
の
確
保

●経営者団体等に対し、企業にお
けるＤＶに関する従業員研修につ
いて、協力依頼

●企業においてＤＶに対する認
識が十分ではなく、ＤＶに関する
啓発に関心が薄い。

・特に対応できていない ・啓発方法及び、従業員までの浸透等

・経営者団体等に対し、ＤＶに関
する情報（チラシ等）を配布し、従
業員研修時等での活用・配布を
要請

・各企業までの浸透

   業界の機関紙への啓発、研修等
の実施を、関係課を通じて、もしく
は、直接関係団体等へ働きかけ
る。

   労働局との連携による広報等の
検討

   業界団体や企業等とのつなが
りがない。

・一時保護入所者に対し、母子家庭等就業・自立
支援センター及び、ハローワークと連携を取りなが
ら、求人情報を提供

企業の理解の促進までには至っていな
い

業界の機関紙への啓発、研修等
の実施を、関係課を通じて、もしく
は、経営者協会等と連携する等し
て働きかける。

   業界団体や企業等とのつながり
がない。

●就業支援制度等の技
能習得にかかる情報提
供

●一時保護入所者への積極的
な支援や働き掛け
●母子家庭等就業・自立支援
センターを通じ、ハローワークと
連携を取りながら、被害者に求
人情報を積極的に提供
●企業や民間団体の協力も得
て、就職につながる効果的な支
援の実施
●ジョブカフェこうちで実施する
しごと体験講習について、必要
な場合は、被害者が優先的に
受講をできるように配慮

●資格取得のための受験料
などの費用負担
●母子家庭の母は、雇用情
勢が厳しいうえ、就業時間帯
や対象者のスキルの問題な
どにより、臨時、パート雇用が
多く、望む職種に就職するの
が難しい。
●相談支援機関のしごと体験
業務の周知と情報交換を行
う。

・一時保護入所者に対し、母子家庭等就業・
自立支援センター及び、ハローワークと連携を
取りながら、求人情報を提供

・自立につながった

・一時保護入所者に対し、母子
家庭等就業・自立支援セン
ター及び、ハローワークと連携
を取りながら、求人情報を提供

・資格取得のための受験料など
の費用負担
・母子家庭の母は、雇用情勢が
厳しいうえ、就業時間帯や対象
者のスキルの問題などにより、
臨時、パート雇用が多く、望む
職種に就職するのが難しい。

女性相談支援セ
ンター
児童家庭課
雇用労働政策課

Ｖ
被
害
者
の
生
活
再
建

被
害
者
の
自
立
支
援

②
就
労
支
援
の
充
実

●企業の理解の促進や
求人情報の提供による

就職の促進

雇用労働政策課
県民生活･男女共
同参画課
女性相談支援セン
ター
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

パソコン講座や簿記講座における
託児支援

パソコンや簿記講座終了後の就
労効果についての検証

パソコン講座や簿記講座では全て託児付きで実施
し、託児支援を行った。

初参加が６０％あり、仕事に役立つパソ
コンの基礎を学ぶ講座であり、終了後
の就労支援につながった。今回受講者
の託児はなかったが、ＤＶ被害者の自
立支援を充実し受講に繋がるよう今後
も継続する必要がある。

パソコン講座等における託児支援
（H25.4修正）

講座終了後の就労効果について
の検証（H25.4修正）

●民間教育訓練施設で実施する
職業訓練に、託児サービス付き訓
練を設定し、関係機関と連携した
広報活動。

●「こうちファミリーサポートセン
ター」の会員拡大に向けた課HP掲
載等の広報

●託児サービス付き職業訓練の
コース数が限定されることもあり
ニーズを踏まえたコース設定が
必要

●「こうちファミリーサポートセン
ター」について、依頼会員に比べ
援助会員が少なく、サポートする
側の援助会員の増加が必要。

・２コース５名を設定し、利用者３名
　うち就職確定者１名（２名は未報告）

・当課の広報紙にて「こうちファミリーサポートセン
ター」の照会を行った。

・訓練数が少なく、タイミングが合わない
と利用しにくい

・会員数は、年々増加しているが、一方
で援助会員が地域によって不足してい
るため、援助課員の募集のみの広報を
拡充する必要がある。

・６コース１０名を設定

・当課の広報紙にて「こうちファミ
リーサポートセンター」の周知広
報を行う。また、援助会員の登録
に必要な講習会の紹介などの広
報を追加する。

・受け入れられる保育所等の確保
が必要のため、サービスを付ける
ことができる訓練設定が実施直前
となり、計画的な実施が困難。

・不足する地域のみに重点をかけ
て広報することができない。

●ジョブカフェこうちで実施するしご
と体験講習について、必要な場合
は、被害者が優先的に受講をでき
るように配慮する。

●相談支援機関のしごと体験業
務の周知と情報交換を行う。

・しごと体験講習事業実施要領に対象者の優先的
な取扱について明記
・しごと体験受講者1名（体験先に就職その後退
職、再度受講の予定が本人辞退）

・体験先の事業所の理解や受講者の就
業意識の向上を図る必要がある。

・しごと体験講習事業実施要領に
対象者の優先的な取扱について
明記

・受講者の精神面のフォローが必
要であり、支援機関との連携が課
題。

●被害者の日常生活に
対する支援の検討

■母子家庭等就業・自立支援セン
ターを通じ、ハローワークと連携を
取りながら、被害者に求人情報を
積極的に提供し、併せて、企業や

■母子家庭の母は、雇用情勢が
厳しいうえ、就業時間帯や対象
者のスキルの問題などにより、臨
時、パート雇用が多く、望む職種

・就業等相談件数　1,531件
・移動相談　　　　　　　20回
・無料法律相談　　　　17回
・パソコン講座　　　　　1回
・簿記講座　　　　　　　1回

・就職者数が前年度比で、60.5%と激減
しているので、更に積極的な情報提供と
支援に取り組む必要がある。

・就業等相談  月～金8:30～17:15
・移動相談　　　　　　　19回
・無料法律相談　　　　24回
・パソコン講座　　　　　2回

・関係機関との連携・情報提供方
法の検討

児童家庭課

４
Ｄ
Ｖ

（
１

）
Ｄ

●就職活動及び技能習
得時の託児支援

②

ソーレ
雇用労働政策課
女性相談支援セン
ター

対する支援の検討
民間団体の協力も得て、就職につ
ながる効果的な支援を行う。

時、パート雇用が多く、望む職種
に就職するのが難しい。

・簿記講座　　　　　　　1回
・就職者数
　　　　H23 ： 109人　⇒　H24 ： 66人

支援に取り組む必要がある。 ・パソコン講座　　　　　2回
・就職者数　目標値(H28）：150人

●就職活動及び技能習
得時の託児支援

●一時保護入所者就職活動時
の同伴児への託児実施、託児
情報の収集と提供
●民間教育訓練施設で実施す
る職業訓練に、託児サービス付
き訓練を設定し、関係機関と連
携した広報活動
●「こうちファミリーサポートセン
ター」の会員拡大に向けた課
HP掲載等の広報
●パソコン講座や簿記講座に
おける託児支援

●子どもの預け先の確保
●託児サービス付き職業訓練
のコース数が限定されること
もありニーズを踏まえたコース
設定が必要
●「こうちファミリーサポートセ
ンター」について、依頼会員に
比べ援助会員が少なく、サ
ポートする側の援助会員の増
加が必要。
●パソコンや簿記講座終了後
の就労効果についての検証

・一時保護入所者就職活動時の同伴児への
託児実施
　　　　　　　延べ24人

・託児情報の収集と提供

・自立につながった
・一時保護入所者就職活動時
の同伴児への託児実施
・託児情報の収集と提供

・託児サービス付き職業訓練の
コース数が限定されることもあり
ニーズを踏まえたコース設定が
必要

女性相談支援セ
ンター
雇用労働政策課
ソーレ

●生活保護等の情報提
供と手続に際しての支
援

●必要な相談者及び入所者へ
の支援
●被害者の自立支援のため
に、生活保護等の情報提供と
手続きがスムーズにできるよう
努める。

●居所が確保できない人への
対応
●支援を行うため、相談につ
なげる体制整備

・必要な相談者及び入所者に対し、福祉事務
所への同行支援

・生活の再建に役立った
・必要な相談者及び入所者に
対し、福祉事務所への同行支
援

・居所が確保できない人への対
応
・支援を行うため、相談につな
げる体制整備

女性相談支援セ
ンター
福祉保健所

●生活保護等の情報提
供と手続に際しての支
援

●被害者の自立支援のために、生
活保護等の情報提供と手続きがス
ムーズにできるよう努める。

●支援を行うため、相談につな
げる体制整備

●直接、被害者の自立支援のための情報提供は
なかったが、被害者が生活保護家庭であったこと
から、一時保護時の生活費についての情報提供
や、地域に帰ってからの生活についての支援など
の情報提供をスムーズに被害者に行うことができ
た。

●被害者に情報提供を行うことや手続
きをスムーズにすることで、被害者が安
心して自立することができる。

●被害者の自立支援のために、
生活保護等の情報提供と手続き
がスムーズにできるよう努める。

●支援を行うため、相談につなげ
る体制整備

女性相談支援セン
ター
福祉保健所

●被害者の日常生活に
対する支援の検討

■審議会での検討やパブコメの実
施に基づく計画策定

■ニーズ、要望の把握 ・ひとり親家庭等自立促進計画（第二次）の策定
・ひとり親家庭等自立促進計画（第二
次）に位置付けに基づいた支援が必要

・保育サービス等の充実
・子育てや生活面での支援体制
の整備
・住居確保の取組

・ニーズの把握 児童家庭課

Ｖ
被
害
者
の
自
立
支
援

Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
生
活
再
建

②
就
労
支
援
の
充
実
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

③
生
活
支
援
の
充

実
●支援制度窓口のワン
ストップ化

   女性相談支援センターが作成す
る相談シートを活用した研修等の
検討

　 市町村内ネットワークの構築の
働きかけ

   市町村においても、ＤＶ窓口は
男女共同参画や人権所管部門
で、福祉部門ではない場合があ
る。

女性相談支援センターで相談シートを作成した
相談シートの有効な活用方法の検討が
必要

 ・相談シートの有効な活用方法の
検討

・ DVブロック会や研修会等を活
用した市町村内ネットワークの構
築の働きかけ

   市町村のＤＶ窓口をはじめ、市町
村の福祉部門等関係機関を巻き込
んだネットワークの構築

県民生活･男女共
同参画課
女性相談支援セン
ター

業界の機関紙への啓発、研修
等の実施により、協力を働きか
け
広報を通じて、広く県民に支援
を呼びかけ
民間団体等への協力依頼、要
望の実施
企業・民間支援団体からの物
品の提供
任意団体の立替え制度の活用

継続して、常に提供できる体
制の構築
金銭面での支援の拡充
ＤＶ被害者の生活ニーズに
合った支援品の確保をしてい
く.

・企業・民間支援団体からの祝金や物品の提
供
・任意団体の立替え制度の活用
　　　　　　4件

・生活の再建に役立った

・企業・民間支援団体からの祝
金や物品の提供
・任意団体の立替え制度の活
用
　　　　　　4件

・継続して、常に提供できる体
制の構築
・金銭面での支援の拡充
・ＤＶ被害者の生活ニーズに
合った支援品の確保をしていく.

   業界の機関紙への啓発、研修等
の実施により、協力を働きかけ

   広報を通じて、広く県民に支援を
呼びかける。

   継続して、常に提供できる体制
の構築
　
　 金銭面での支援の拡充

・関係機関へ協力を呼びかけた

・支援団体と協力関係を築けている
・継続した協力関係の構築が必要

   業界の機関紙への啓発、研修
等の実施により、協力を働きかけ

   広報を通じて、広く県民に支援
を呼びかける。

   継続して、常に提供できる体制
の構築
　
　 金銭面での支援の拡充

担当者会出席による関係機関
特になし

担当者会を通じて、県の状況や関係課の取組実績
担当者会が他機関の情報を収集できる
場となっており、逆に求められている取

担当者会出席による関係機関
特になし

（
１

）
Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
生
活
再
建

４
Ｄ
Ｖ

④
民
間
支
援
団
体
等
と
の
連
携
に
よ
る
経
済
的

支
援

⑤
庁

●一時金や支援物資の
提供などで、被害者をサ
ポートしてくれる企業や
民間支援団体の拡充

県民生活･男女
共同参画課
女性相談支援セ
ンター

の情報の把握
特になし

等の確認ができた。
場となっており、逆に求められている取
り組みも改めて確認できた。

の情報の把握
特になし

・積極的な意見交換で問題解決を
図る

・的確な現状把握と目的達成に
向けた計画の修正等を行ってい
かなければならない

・会等に参加し計画の進捗状況を都度確認し的確
な現状把握に努めている

・各種会議に参加している
・本年度も会等に参加し計画の進
捗状況を都度確認し的確な現状
把握に努める

・県基本計画が浸透していないの
で問題意識を持って会議に参加す
る

  庁内関係課担当者会の継続実施

   支援策を所管しておらす、個別
事案についてその都度庁内関係
課と協議している状況なので、各
課の施策の情報提供

・庁内担当課担当者会を開催１回

・職員がＤＶの基本的な知識を学び、被害者支援
について認識を新たにした

・継続した会の開催が必要
  庁内関係課担当者会の継続実
施

   支援策を所管しておらす、個別
事案についてその都度庁内関係課
と協議している状況なので、会を継
続して実施し、共通認識を持つこと
が必要

・保護命令後の指導警告と巡回等
万全な保護対策の実施

・被害者に対する対策について
都度検討し的確な対応をしてい
かなければならない

・保護命令発令後裁判所において、加害者に指導
警告を実施している
・一応加害者も素直に聞き入れており抑止効果が
認められる

・指導警告による抑止効果が認められ
る

・本年度も保護命令発令後裁判
所において、加害者に指導警告を
実施する

・審尋に出席しない加害者に対す
る指導警告が遅れる傾向にある

●警察等との連携
●関係機関への安全確保の周
知
●保護命令後の指導警告と巡
回等万全な保護対策の実施

●本人から帰宅することがあ
る.
●被害者に対する対策につい
て都度検討し的確な対応をし
ていかなければならない

・警察等との連携 ・被害者の安全の確保 ・警察等との連携 ・本人から帰宅することがある

●指導事務担当者会におい
て、DV被害者支援について情
報提供を行う。

該当なし

・各教育事務所管内指導事務担当者会において、
女性相談支援センターからＤＶの現状やセンター
の役割について情報提供を行った。
(8/28,10/2,10/5)

・ＤＶについての理解を深めるとともに、
ＤＶ被害者の子どもの就学については
就学の機会が確実に確保されるよう指
導を徹底すること、ＤＶ被害者の子ども
の就学であることを関係者間で共有す
るとともに、転学先の学校名や所在地
等の情報を知り得る者については必要
最小限の範囲に制限することなど、情
報を厳重に管理することについて、周知
徹底を図ることができた。

・今後も研修の機会等を活用し
て、ＤＶ被害者支援についての情
報提供を行う。

該当なし

Ｖ
被
害
者
の
自
立
支
援

（
２

）
安
全
安
心
な
暮
ら
し
へ
の
フ
ォ
ロ
ー

ア

ッ
プ
の
充
実

内
関
係
課
に
よ
る
支
援
策
の
協
議

●保護命令発令後の安
全の確保

　
①
関
係
機
関
の
連
携
に
よ
る
被
害
者
の
情
報

共
有
と
見
守
り

県立病院課
警察本部
県民生活･男女共
同参画課
教育委員会

女性相談支援セ
ンター
教育委員会
警察本部

●関係課による県基本
計画の進捗状況の把握

や課題等の検討
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

・被害者との連絡を密にて、関係機
関との連携を強化する

・被害者との連絡のタイミング、
関係機関との連携方法について
検討を要する

・被害者の電話番号を110番登録し、架電の際に
即時対応出来るようにしている
・公費による緊急避難制度を運用している

・１１０番通報時ＤＶ事案とわかり素早い
対応が出来る

・本年度も１１０通報登録を実施す
る

・夜間の緊急避難先の確保が難し
い

●警察との情報共有と連携
●被害者との連絡を密にて、関
係機関との連携を強化する

●被害者との連絡のタイミン
グ、関係機関との連携方法に
ついて検討を要する

・警察との情報共有と連携 ・被害者の安全の確保 ・警察との情報共有と連携 該当なし

・市町村地域福祉アクションプラン
の策定および進捗管理にかかる会
議での啓発･情報共有

・市町村における会議開催情報
のキャッチおよび庁内での共有

地域福祉計画策定済み市町村数　３２
ほぼ全ての市町村で地域福祉計画が
策定され、地域の支え合いのネットワー
クづくりに向けた基盤ができた

・市町村地域福祉アクションプラン
の策定および進捗管理にかかる
会議での啓発･情報共有

・市町村における会議開催情報の
キャッチおよび庁内での共有

■母子生活支援施設において、母
子世帯が安心して相談できる体制
の整備
　相談員研修参加　年１２回
■ＤＶなどにより被害を受けた
児童及び保護者に対する心理
士のカウンセリングの実施
■母子等支援員による相談、
専門機関への紹介
（安芸和光寮・ちぐさ）
■要保護児童対策地域協議会
での構成機関の連携

■DV入所の増加により、子ども
も含めた心理面でのケア（発達
障害を含）が求められていること
への対応。

■市町村と母子生活支援施設の
連携、情報共有

■母子生活支援施設において、母子世帯が安心し
て相談できる体制の整備
　相談員研修参加
　　年23回
     （安芸和光寮8回・ちぐさ15回）

■ＤＶなどにより被害を受けた児童及び保護者に
対する心理士の心理療法の実施（ちぐさ）

■母子等支援員による相談、専門機関への紹介

■入者の心理面のケアで、関係機関
（児相、医療機関、福祉保健所、学校）
との連携強化が必要

■母子生活支援施設において、
母子世帯が安心して相談できる
体制の整備
　相談員研修参加　年25回
　　（安芸和光寮10回・ちぐさ15
回）

■ＤＶなどにより被害を受けた児
童及び保護者に対する心理士の
心理療法の実施(ちぐさ）

■母子等支援員による相談、専
門機関への紹介

■母子生活支援施設の支援体制
（人員数）の強化

●緊急避難体制の確保
女性相談支援セ
ンター
警察本部

　
①
関
係
機
関
の
連
携
に

（
２

）
安
全
安
心
な
暮

４
Ｄ
Ｖ

●指導事務担当者会におい
て、DV被害者支援について情
報提供を行う。

・各教育事務所管内指導事務担当者会において、
女性相談支援センターからＤＶの現状やセンター
の役割について情報提供を行った。
(8/28,10/2,10/5)

・ＤＶについての理解を深めるとともに、
ＤＶ被害者の子どもの就学については
就学の機会が確実に確保されるよう指
導を徹底すること、ＤＶ被害者の子ども
の就学であることを関係者間で共有す
るとともに、転学先の学校名や所在地
等の情報を知り得る者については必要
最小限の範囲に制限することなど、情
報を厳重に管理することについて、周知
徹底を図ることができた。

・今後も研修の機会等を活用し
て、ＤＶ被害者支援についての情
報提供を行う。

●相談に応じて個別検討会を行
い、関係機関の連携により情報共
有及び見守りを行う。
●ＤＶ連携ネットワーク会議への参
加
●要対協等関係する地域ネット
ワークによる情報共有

●被害者が地域で暮らすことが
できるような地域のネットワーク
づくり

●相談に応じて個別検討会を行い、要対協等の関
係機関の連携により被害者等への支援ができた。
●DV連携ネットワーク会議へ参加を行った。

●地域のネットワークの体制が整うこと
で、支援者が安心して地域で暮らすこと
ができる。

●要対協等関係する地域ネット
ワークによる情報共有
●相談に応じて個別検討会を行
い、関係機関の連携インより情報
共有及び見守りを行う。
●DV連携ネットワーク会議への
参加

●被害者が地域で安心して暮らす
ことができるような地域のネット
ワークづくり

　 ブロック別関係機関連絡会議、
ＤＶ対策連携支援ネットワーク及び
庁内関係課担当者会等を通じた
ネットワーク構築の働きかけや情
報提供

   地域福祉と言った時、高齢者・
障害者・児童等はすぐ見守り対
象として挙げられるが、ＤＶ被害
者は想定されていない。

・ブロック別別関係機関連絡会議の開催
       ・ 幡多ブロック　35名
　　　・香美市・香南市・南国市ブロック　42名
　
・関係機関との連携が図られ、講演やケース
スタディにより、関係者のＤＶに対する正しい
理解と啓発が図られた

・市町村の福祉担当課や各種福祉
団体とのつながりを今後も構築して
くことが重要

・ブロック別別関係機関連絡会
議の開催ブロック別関係機関
連絡会議の開催５回

・ブロック会未開催地区への説明と
協力依頼

1．専門相談員を市町村に派遣す
る取組、事例検討会の開催、職員
研修会開催の継続。

1-1．講演会や市町村との協議を
通じて、関係機関と連携を強化す
るよう促す。

1・1-1．地域包括支援センターが
他業務多忙のため、研修会等に
積極的な参加や、新たな取組が
できにくい状況にある。

1.福祉保健所県域ごとでの事例検討会の開催（各
2回）
参加者1回目：112名、2回目：76名
地域包括支援センター職員研修会の開催（Ｈ
24.12.19、参加者70名）

1-1.高齢者の権利擁護研修会の開催（Ｈ25.3.3、参
加者157名）
成年後見制度講演会の開催（Ｈ25..1.19、参加者
168名）

1・1-1地域包括支援センターや関係機
関の職員など専門職に向けて権利擁護
のための研修を行うことができた。今後
も継続して行う必要がある。
一般県民に向けては、成年後見制度の
講演会を行うことで、制度の周知ができ
た。今後も継続して行う必要がある。

1．専門相談員を市町村に派遣す
る取組、事例検討会の開催、職員
研修会開催の継続。

1-1．講演会や市町村との協議を
通じて、関係機関と連携を強化す
るよう促す。

1・1-1．地域包括支援センターが他
業務多忙のため、研修会等に積極
的な参加や、新たな取組ができにく
い状況にある。

●地域のネットワークの
構築による情報共有

県民生活・男女共
同参画課

女性相談支援セン
ター

地域福祉政策課
高齢者福祉課
児童家庭課
福祉保健所
児童相談所
教育委員会
警察本部

に
よ
る
被
害
者
の
情
報
共
有
と
見
守
り

暮
ら
し
へ
の
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プ
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Ｖ
被
害
者
の
自
立
支
援
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

①
関
係
機
関
の
連
携
に
よ
る
被
害
者
の
情
報
共
有
と
見
守

り
●地域のネットワークの
構築による情報共有

●地域での研修会等への参加
●要保護児童対策地域協議会
の構成機関の連携、情報共
有、会議への参加
●市町村地域福祉アクションプ
ランの策定および進捗管理に
かかる会議での啓発･情報共有
●専門相談員を市町村に派遣
する取組、事例検討会の開催、
職員研修会開催の継続
●講演会や市町村との協議を
通じて、関係機関と連携を強化
　相談員研修参加　年１２回
●ＤＶなどにより被害を受けた
児童及び保護者に対する児童
心理司、認定心理士のカウンセ
リングの実施

●地域福祉と言った時、高齢
者・障害者・児童等はすぐ見
守り対象として挙げられるが、
ＤＶ被害者は想定されていな
い。
●ＤＶへの理解
●市町村における会議開催
情報のキャッチおよび庁内で
の共有
●地域包括支援センターが他
業務多忙のため、研修会等に
積極的な参加や、新たな取組
ができにくい状況にある。
●DV入所の増加により、子ど
もも含めた心理面でのケア
（発達障害を含む。）が求めら
れていることへの対応
●要保護児童対策地域協議
会での構成機関の連携
●被害者が地域で暮らすこと
ができるような地域のネット
ワークづくり

・地域での研修会等への参加
　（民生児童委員の会等への出席）

・要保護児童対策地域協議会の構成機関の
連携、情報共有、会議への参加
　　　　　　20市町村

・地域において被害者が安心して安
全に生活ができるように支援体制づ
くりをした

・地域での研修会等への参加

・要保護児童対策地域協議会
の構成機関の連携、情報共
有、会議への参加

・地域福祉と言った時、高齢者・
障害者・児童等はすぐ見守り対
象として挙げられるが、ＤＶ被害
者は想定されていない。
・ＤＶへの理解
（個人情報を守りながらの支援
の難しさ）

県民生活・男女共
同参画課
女性相談支援セン
ター
地域福祉政策課
高齢者福祉課
児童家庭課
福祉保健所
児童相談所
教育委員会
警察本部

■要保護児童対策地域協議会での構成機関の連
携
○中央児相
児童相談所における育児支援 ・専門的な知識及び技術を要する相談

■要保護児童対策地域協議会で
の構成機関の連携

４
Ｄ
Ｖ
被
害

（
２

）
安
全
安
心
な
暮
ら
し

■要保護児童対策地域協議会で
の構成機関の連携

■要保護児童対策地域協議会
での構成機関の連携

児童相談所における育児支援
　・専門的な知識及び技術を要する相談業務
　・専門職員による調査、判定に基づく援助方針の
策定を支援
　・胎児期から18歳までの支援をﾄｰﾀﾙﾊﾟｯｹｰｼﾞ化し
た子育て支援マップの作成(香南市）
●幡多児相
幡多地域の要対協では女性総合支援センターから
の具体ケースなし

・専門的な知識及び技術を要する相談
業務や専門職員による調査、判定に基
づく援助方針の策定を支援した。
・香南市において、胎児期から18歳まで
の支援のための社会資源の確認ができ
た。

●児童相談所における育児支援
　・専門的な知識及び技術を要す
る相談業務
　・専門職員による調査、判定に
基づく援助方針の策定を支援
・子ども支援マップの近隣市(南国
市、香美市）等への普及

■要保護児童対策地域協議会で
の構成機関の連携
■近隣市の要保護児童対策地域
協議会間での連携

●より質の高い保育・教育・親育ち
支援の充実に向けた支援
●教育相談の中でDVを早期発見
し、関係機関と連携する。

・園内研修支援事業において延べ189回（60園）の
研修支援を行った。実施後のアンケートにおいて、
「参考になった」が100％、「職員間の連携・保育者
の援助が向上・改善した」が83％（園長）の回答が
あった。
・親育ち支援啓発事業において52回（49園）の保護
者への講話を行った。実施後のアンケートでは、
「子どもへの親のかかわりが大切だと思う」が
100％、「心に残ることがあった」が98.1％、「また参
加したい」が98.6％の回答があった。

・本年度、保育所・幼稚園における計画
的な園内研修の実施に向け、園内研修
支援の重点化を図った。その結果、１園
当たりの年間研修支援回数も充実し、
継続的な研修支援を行うことができた。
また、公開保育参加者アンケートや実
施園アンケートの結果から、園長や保
育者等が成果を実感しており、効果的
な取組となっている。
・親育ち支援啓発事業における保護者
への講話については、研修会での呼び
かけなど計画的な働きかけにより、新た
に24園で行うことができた。また、保護
者アンケートや園長・所長へのアンケー
ト結果から、効果的な取組であったとい

・保育所・幼稚園において、自主
的、継続的な園内研修の充実と
ネットワーク化を図るために、実
施園の実態を把握したうえで計画
的な支援を行うことにより、より実
効性のある研修支援を行ってい
く。
・親育ち支援啓発事業における保
護者への講話の一層の拡充に向
け、未実施市町村への継続的な
呼び掛けや保育所・幼稚園への
親育ち支援啓発チラシの作成・配
布を行っていく。

●関係機関の連携により、主とな
る機関（学校・保育園）を中心に見
守りを行う。

●被害者が地域で暮らすことが
できるような地域のネットワーク
づくり

●関係機関の連携により、主となる機関（学校・保
育園）を中心に、子どもの心身の成長の見守りを
行うことができた。

●関係機関の連携により、主となる機関
（学校・保育園）を中心に見守りを行うこ
とで、子どもの健やかな成長の支援に
繋がる。

●関係機関の連携により、主とな
る機関（学校・保育園）を中心に見
守りを行う。

●被害者が地域で暮らすことがで
きるような地域のネットワークづくり

福祉保健所
児童相談所
教育委員会

者
の
自
立
支
援

へ
の
フ
ォ
ロ
ー

ア

ッ
プ
の
充
実

②
被
害
者
及
び
子
ど
も
の
心
身
の
回
復
の
支
援

●関係機関の連携によ
る子どもの心身の成長

の見守り
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

●養護教諭・スクールカ
ウンセラー等による学校
でのケア

●健康観察の実施やスクールカウ
ンセラー等による専門的視点から
の「気づき」をもとに、気になる子ど
もへの声がけやアプローチを行う。
●適切なケアを行うための研修の
充実を図る。

・養護教諭を対象とした研修の機
会が少なく、ＤＶに対する認識を
高める機会が確保しずらい。

・スクールカウンセラー等・心の教育アドバイザー
等の配置（平成24年度）
小学校　83校
中学校　82校
高等学校　33校
特別支援学校　10校
配置人数　48名
・「平成24年度高知県性に関する指導普及推進事
業」教職員研修会で、高知 県人権擁護委員連合
会高知協議会 男女共同参画推進委員長 吉川 葉
子 氏より説明
・第64回高知県養護教員協会後期研究協議大会
で情報提供

・スクールカウンセラーが配置できてい
ない学校があり、支援を要する児童生
徒に対する校内での支援体制を整える
必要がある。
スクールカウンセラー研修講座でＤＶの
研修を行った。
・養護教諭の意識が高まりつつあり、人
権教育の一環としてＤＶに関して集団指
導を計画、実施した高等学校もある。ま
た、平成25年度の第31回高知県養護教
員協会夏季研修会において、デートＤＶ
についての研修が計画されている。

・スクールカウンセラー等・心の教
育アドバイザー等の配置（平成２
４年度）
小学校　102校
中学校　92校
高等学校　36校
特別支援学校　13校
配置人数　53名
・健康観察の実施状況等につい
ての現状把握

・H25年度、スクールカウンセラーに
積極的に取り組んでもらいたい内
容として、３点あげている。
①児童生徒向けの「困難やストレ
スの対処等」の授業②教職員向け
の「カウンセリング能力向上」の研
修③保護者向けの講演
このような場を通してＤＶ対応を行
う。
・学校全体であるいは保健室での
健康観察の徹底及び養護教諭に
対して、学校保健のコーディネー
ター役としてスクールカウンセラー
をはじめ関係者と連携して対応して
いく意識を、あらゆる機会に高めて
いく。

教育委員会

●スクールソーシャルワーカーを
新たに、2市町村・3県立中に配置
する。
●スクールソーシャルワーカーの
専門性・対応力向上を目指し、講
師を招聘した研修会を実施する。

・スクールソーシャルワーカーを21市町村に配置。
配置人数32名。

・迅速に情報収集を行い、関係機関との
連携がスムーズに行えるようにした。市
町村によっては、専門性を生かせる人
材が少なく、地域の実情にあった活動
ができていない。また、児童虐待やＤＶ
については知識が十分でない。今後は
研修も必要である。

・スクールソーシャルワーカーを24
市町村に配置。配置人数39名。

・スクールソーシャルワーカーにつ
いては、39名のうち初任者が14名
いる。また、４市町村が初めてス
クールソーシャルワーカーを置く。
多様な事例に対する関わり方を
しっかり学んでいく必要がある。

●相談に応じて個別検討会を行
い、市町村職員等との連携のもと、
市町村職員等が家庭訪問等により
ケアを行う。

●被害者が地域で暮らすことが
できるような地域のネットワーク
づくり

●個別検討会を行い、市町村職員との連携のも
と、市町村職員及び必要に応じて福祉保健所職員
が家庭訪問を行い、被害者等への支援を行った。

●関係機関の連携のもと、家庭訪問等
を行うことで被害者等の心のケアを行う
ことができる。

●相談に応じて個別検討会を行
い、市町村職員等との連携のも
と、市町村職員等が家庭訪問等
によりケアを行う。

●被害者が地域で暮らすことがで
きるような地域のネットワークづくり

（
２

）
安
全
安
心
な
暮
ら
し
へ
の
フ
ォ
ロ
ー

②
被
害
者
及
び
子
ど
も
の
心
身
の
回
復

●スクールソーシャル
ワーカー及び市町村職
員等による家庭等での

ケア

女性相談支援セン
ター

福祉保健所
教育委員会

４
Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
自
立
支
援

●民間支援団体による
同行支援や居場所づくり
など特色ある取組の推
進

   ブロック別関係機関連絡会議を
開催し、地域のネットワークに民間
支援団体等の参画を促す。

   民間シェルターに対する運営費
補助

   県内各地で支援を行う民間支
援団体等の開拓・育成

・ブロック別別関係機関連絡会議の開催
       ・ 幡多ブロック　35名
　　　・香美市・香南市・南国市ブロック　42名
・関係機関との連携が図られ、講演やケース
スタディにより、関係者のＤＶに対する正しい
理解と啓発が図られた
・民間シェルターに対する運営費補助を行った
・女性相談支援センターと民間シェルターの連
携が図られている

・市町村の福祉担当課や各種福祉
団体とのつながりを今後も構築して
くことが重要

・民間シェルターへ継続して支援し、
緊急の保護先の確保が必要

・ブロック別別関係機関連絡会
議の開催ブロック別関係機関
連絡会議の開催５回

・民間シェルターに対する運営
費補助を行う

・ブロック会未開催地区への説明と
協力依頼

・県内各地で支援を行う民間支援
団体等の開拓・育成

県民生活･男女共
同参画課
女性相談支援セン
ター

●配偶者暴力相談支援
センター等による退所者
へのフォローアップの充
実

●生活サポータ－による退所
後のフォローの充実
●各種支援団体との連携

●多様な被害者に応じたフォ
ロー体制づくり

・就労、職業訓練につないだ
・サポーターの支援による生活の安定
　　支援人数58人
・民間機関カウンセリング
　　3人実施

自立した生活がおくれている被害者
がいる一方、収入が少なく経済的自
立が困難な者も少なくない

・経済的自立に向けて、就労・
訓練につなぐ
・生活サポーターによる生活の
安定のための支援の継続

・就職先の確保
・自立に向けた継続的な精神面
のサポート
・関係機関と連携した支援が必
要
・多様な被害者に応じたフォ
ロー体制づくり

女性相談支援セ
ンター

ー

ア

ッ
プ
の
充
実

復
の
支
援

援
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

●市町村基本計画の策
定と取組の推進

   男女共同参画サポート事業を活
用した市町村基本計画の策定を働
きかけ

   ブロック別関係機関連絡会議等
を通じたDV理解の浸透

   市町村が主体的に取り組むた
めには、対応にあたっての共通
認識が必要だが、市町村では基
本計画の策定に取り組む気運が
低い。

○男女共同参画地域サポート事業
・男女プラン策定の手引き（案）を作成を委託し案
を作成した。
　
市町村が行う男女計画の策定や改定を支援する
ための基礎情報ができた。

○市町村への個別訪問
・市町村を訪問して男女プランの策定を働きかける
とともに女性の参画促進についても啓発を行った
１市６町

・訪問した市町村では男女共同参画の必要性につ
いて認識を再確認し、１町で計画策定に向けた取
組が始まった。

・ブロック別別関係機関連絡会議の開催
   ・ 幡多ブロック　35名
　・香美市・香南市・南国市ブロック　42名
　
・関係機関との連携が図られ、講演やケーススタ
ディにより、関係者のＤＶに対する正しい理解と啓
発が図られた

・男女計画の一部をＤＶ計画とみな
すことで、ＤＶ計画が策定となること
を情報提供して、市町村の意識啓発
をはかることが有効

・市町村の福祉担当課や各種福祉
団体とのつながりを今後も構築して
くことが重要

・男女計画の一部をＤＶ計画と
みなすことで、ＤＶ計画が策定
となることを情報提供して、市
町村の意識啓発をはかる

・市町村計画策定の手引きを
活用しながら、計画を策定、改
定する市町村を支援する

・ブロック別別関係機関連絡会
議の開催ブロック別関係機関
連絡会議の開催５回

・訪問市町村の検討

・ブロック会未開催地区への説
明と協力依頼

県民生活･男女共
同参画課

●広報紙等を活用した
意識啓発及び窓口等の
周知

　 広報素材の提供

   ブロック別関係機関連絡会議等
を通じた啓発

   現状は,県の窓口広報となって
おり、市町村窓口の周知が不十
分なので、市町村が主体となった
相談窓口の広報

・市町村に広報文案を提供し、掲載依頼
　
広報文案を元に、自主的に広報に取り組む市町村
が見られる。

・ブロック別別関係機関連絡会議の開催
       ・ 幡多ブロック　35名
　　　・香美市・香南市・南国市ブロック　42名

・市町村が自主的に広報に取り組む際
に広報文案が参考になっている

・市町村の福祉担当課や各種福祉団体
とのつながりを今後も構築してくことが
重要

・ 市町村広報等を通じて、地域住
民に対してDVを含めた人権問題
の啓発を行うよう働きかける。

・ブロック別別関係機関連絡会議
の開催ブロック別関係機関連絡
会議の開催５回

・市町村の参考になる広報文案の
作成と早期の情報提供

・市町村が主体となった広報の取
組の推進・ブロック会未開催地区
への説明と協力依頼

県民生活･男女共
同参画課

５
地
域
に
お

（
１

）
地
域

①
市 を通じた啓発 相談窓口の広報 　　　・香美市・香南市・南国市ブロック　42名

　
・関係機関との連携が図られ、講演やケーススタ
ディにより、関係者のＤＶに対する正しい理解と啓
発が図られた

重要 会議の開催５回 への説明と協力依頼

●市町村役場の関係部
署間の連携強化の促進

●ブロック別関係機関連絡会議
等を通じた啓発
●サポートブック（相談シート）
の活用
●関係部署を集めての連携会
議の開催

●市町村ＤＶ窓口が男女共同
参画や人権所管部門であるこ
とから、直接的な支援策を所
管していない。

・市町村支援担当職員への研修
　　　　　　　10市町村
・サポートブックの活用

・市町村内でのＤＶ担当課を中心と
した連携が取れ始めた

・市町村支援担当職員への研
修
　　　　　　　3市

・市町村間での温度差

県民生活･男女
共同参画課
女性相談支援セ
ンター

●被害者支援マニュア
ルの作成等によるノウハ
ウの共有

●ＤＶ被害者支援サポートブッ
クの改訂版作成

該当なし
・ＤＶ被害者支援サポートブックの改訂版作成

・市町村内でのＤＶ担当課を中心と
した連携が取れ始めた

・支援担当機関への配布 ・市町村間での温度差
女性相談支援セ
ンター

   DV対策連携支援ネットワーク及
びブロック別関係機関連絡会議等
を通じた研修

   受講者のレベルに合わせた研
修の実施

   参加者の募集

 ・ＤＶ被害者支援等を行う関係機関等集まりである
ＤＶ対策連携支援ネットワークの連絡会議及び専
門研修を開催した。
　・３４団体６２名

・関係者の連携と専門知識の習得が図られた。

・参加機関の拡大の検討が必要
   ＤＶ対策連携支援ネットワーク
専門者研修の充実及び市町村担
当者の参加の検討

  相談員等担当職員の交代による
相談対応能力の低下を招かないよ
うな、スキルの平準化

県民生活･男女共
同参画課

研修への講師派遣及び研修課題
の決定権限は市町村にあるため、
希望があれば対応する。

センターはあらゆる人権問題の
啓発研修を行っており、ＤＶ防止
の専門的な部分については、専
門部署に頼らざるを得ない。

相談窓口等職員を対象とした講師派遣はない。

センターはあらゆる人権問題の啓発研
修を行っており、ＤＶ防止の専門的な部
分については、専門部署に頼らざるを
得ない。

研修への講師派遣及び研修課題
の決定権限は市町村にあるた
め、希望があれば対応する。

センターはあらゆる人権問題の啓
発研修を行っており、ＤＶ防止の専
門的な部分については、専門部署
に頼らざるを得ない。

人権啓発センター

●配偶者暴力相談支援
センターによる情報提供
や職員研修

●各種の機会を活用して研修
を行う

市町村の情報収集
・要保護児童対策地域協議会出席
　　　　　　　　20市町村
・各種研修会への参加

・地域でのＤＶに対する理解が進ん
だ

・各種の機会を活用して研修を
行う

市町村の情報収集
女性相談支援セ
ンター

●相談窓口等職員に対
する研修の実施

お
け
る
取
り
組
み
の
推
進

域
で
の
見
守
り
体
制
づ
く
り

市
町
村
の
取
組
強
化
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

・市町村地域福祉アクションプラン
の策定および進捗管理にかかる会
議での啓発･情報共有

・市町村における会議開催情報
のキャッチおよび庁内での共有

地域福祉計画策定済み市町村数　３２
ほぼ全ての市町村で地域福祉計画が
策定され、地域の支え合いのネットワー
クづくりに向けた基盤ができた

・市町村地域福祉アクションプラン
の策定および進捗管理にかかる
会議での啓発･情報共有

・市町村における会議開催情報の
キャッチおよび庁内での共有

●ブロック別関係機関連絡会議の
開催があり参加要請があれば出席
する。

●ブロック別関係機関連絡会議
が行われていない。

●ブロック別DV関係機関連絡会議に出席した。
（中央東、幡多）

●関係機関間の連携意識が深まった。
●ブロック別関係機関連絡会議
の開催があり参加要請があれば
出席する。

●全てのブロックでは関係機関連
絡会議が開催されていない。

   ブロック別関係機関連絡会議の
開催

   市町村をはじめ、地域の福祉
部門とのつながりがないので、調
整に時間がかかる。

・ブロック別別関係機関連絡会議の開催
       ・ 幡多ブロック　35名
　　　・香美市・香南市・南国市ブロック　42名
　
・関係機関との連携が図られ、講演やケース
スタディにより、関係者のＤＶに対する正しい
理解と啓発が図られた

・市町村の福祉担当課や各種福祉
団体とのつながりを今後も構築して
くことが重要

・ブロック別別関係機関連絡会
議の開催ブロック別関係機関
連絡会議の開催５回

・ブロック会未開催地区への説明と
協力依頼

・民生委員・児童委員へのＤＶ対策
の周知について市町村および市町
村社協等と協議
・市町村地域福祉アクションプラン
の策定および進捗管理にかかる会
議での啓発･情報共有

・民生委員・児童委員の高齢化
や業務量の増加による後継者不
足への対応
・市町村における会議開催情報
のキャッチおよび庁内での共有

地域福祉計画策定済み市町村数　３２
ほぼ全ての市町村で地域福祉計画が
策定され、地域の支え合いのネットワー
クづくりに向けた基盤ができた

・市町村地域福祉アクションプラン
の策定および進捗管理にかかる
会議での啓発･情報共有

・市町村における会議開催情報の
キャッチおよび庁内での共有

1．地域に密着した支援者（見守り 1．各市町村では人材が不足して 1.地域で住民主体の介護予防の取組に従事してい 1.アンケートから講座内容について髙評 1．地域に密着した支援者（見守り 1．地域リーダーの活動の継続と意

県民生活・男女共
同参画課
女性相談支援セン
ター
地域福祉政策課
福祉保健所

●ブロック別関係機関連
絡会議を通じた連携強

化

（
１

）
地
域
で
の
見
守
り
体
制
づ
く
り

②
関
係
機
関
・
団
体
の
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
づ
く
り

５
地
域
に
お 1．地域に密着した支援者（見守り

者）の増員と技量向上のための研
修会の開催。

1．各市町村では人材が不足して
いるため各活動の支援者は、高
齢者で複数の役職を担っている
傾向があり、支援者の増加は難
しい状況にある。活動事業の支
援策の立案も必要と考えられる。

1.地域で住民主体の介護予防の取組に従事してい
る地域リーダー・介護予防サポーターの資質向上
のための知識・技術の習得をはかることを目的に、
地域リーダーステップアップ講座を開催した。
（Ｈ24.10.30、10.31、11.12、11.26）
終了者63名（全受講者74名）

1.アンケートから講座内容について髙評
価を得ることができた。今後も継続実施
し、地域リーダーの資質向上を図る。

1．地域に密着した支援者（見守り
者）の増員と技量向上のための研
修会の開催。

1．地域リーダーの活動の継続と意
欲の維持のため、市町村と連携し
た取組みが必要。

　障害者虐待防止法との連携した
防止対策等の広報・啓発

　障害者の相談支援の実施主体
である市町村の担当等との周知
や連携体制が必要

・障害者虐待防止啓発カード・普及啓発パンフレッ
トの作成及び配布

・障害者虐待防止セミナーや研修会における広報・
啓発

該当なし
障害者虐待防止法と連携した防
止対策等の広報・啓発

障害者相談支援の実施主体である
市町村担当等との連携が必要

●ブロック別関係機関連絡会議
の開催
●福祉事務所単位で各市町村
と女性相談支援センターの研修
会を開催
●民生委員・児童委員へのＤＶ
対策の周知について市町村お
よび市町村社協等と協議
●市町村地域福祉アクションプ
ランの策定および進捗管理に
かかる会議での啓発･情報共有
●地域に密着した支援者（見守
り者）の増員と技量向上のため
の研修会の開催
●障害者虐待防止法との連携
した防止対策等の広報・啓発
●要保護児童対策地域協議会
での構成機関の連携

●市町村をはじめ、地域の福祉
部門とのつながりがないので、調
整に時間がかかる。
●民生委員・児童委員の高齢化
や業務量の増加による後継者不
足への対応
●市町村における会議開催情報
のキャッチおよび庁内での共有
●各市町村では人材が不足して
いるため各活動の支援者は、高
齢者で複数の役職を担って傾向
があり、支援者の増加は難しい
状況にある。活動事業の支援策
の立案も必要と考えられる。
●障害者の相談支援の実施主
体である市町村の担当等との周
知や連携体制が必要
●要保護児童対策地域協議会
での構成機関の連携

・市町村支援担当職員への研修
　　　　　　　10市町村

・市町村内でのＤＶ担当課を中心と
した連携が取れ始めた

・市町村支援担当職員への研
修
　　　　　　　3市

・市町村間での温度差

県民生活・男女共
同参画課

女性相談支援セン
ター

地域福祉政策課
高齢者福祉課

障害保健福祉課
児童家庭課
児童相談所
教育委員会

●地域における関係機
関・団体、者との連携強

化

（
２

）
早
期
発
見

、
通
報
及
び
相
談
体
制
づ
く
り

①
地
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

■要保護児童対策地域協議会で
の構成機関の連携

■要保護児童対策地域協議会
での構成機関の連携

■要保護児童対策地域協議会での構成機関の連
携及び情報共有
●幡多児相
幡多地域の要対協では女性相談支援センターから
の具体ケースなし

■要保護児童対策地域協議会での構
成機関の連携及び情報共有を行った。

■要保護児童対策地域協議会で
の構成機関の連携及び情報共有

■要保護児童対策地域協議会で
の構成機関の連携強化

●指導事務担当者会におい
て、DV被害者支援について情
報提供を行う。

・各教育事務所管内指導事務担当者会において、
女性相談支援センターからＤＶの現状やセンター
の役割について情報提供を行った。
(8/28,10/2,10/5)

・ＤＶについての理解を深めるとともに、
ＤＶ被害者の子どもの就学については
就学の機会が確実に確保されるよう指
導を徹底すること、ＤＶ被害者の子ども
の就学であることを関係者間で共有す
るとともに、転学先の学校名や所在地
等の情報を知り得る者については必要
最小限の範囲に制限することなど、情
報を厳重に管理することについて、周知
徹底を図ることができた。

・今後も研修の機会等を活用し
て、ＤＶ被害者支援についての情
報提供を行う。

   ブロック別関係機関連絡会議の
開催

   市町村をはじめ、地域の福祉
部門とのつながりがないので、調
整に時間がかかる。

・ブロック別別関係機関連絡会議の開催
       ・ 幡多ブロック　35名
　　　・香美市・香南市・南国市ブロック　42名
　
・関係機関との連携が図られ、講演やケース
スタディにより、関係者のＤＶに対する正しい
理解と啓発が図られた

・市町村の福祉担当課や各種福祉
団体とのつながりを今後も構築して
くことが重要

・ブロック別別関係機関連絡会
議の開催ブロック別関係機関
連絡会議の開催５回

・ブロック会未開催地区への説明と
協力依頼

●庁内担当者会等を通じて活

県民生活・男女共
同参画課

女性相談支援セン
ター

地域福祉政策課
高齢者福祉課

障害保健福祉課
児童家庭課
児童相談所
教育委員会

①
地
域
の
関
係
機
関
・
団
体
者
に
よ
る
発
見

、
通
報

、
相
談

（
２

）
早
期
発
見

、
通
報
及

５
地
域
に
お
け
る
取

●地域における関係機
関・団体、者との連携強

化

●庁内担当者会等を通じて活
用できる施策等の情報提供の
依頼
（市町村に情報提供する際は、
県民生活・男女共同参画課へ
の情報提供も）
●相談者及び入所者に母子で
の生活自立に関する情報提供
●相談に応じて被害者の生活
再建のために、生活保護、保育
支援、就労支援制度等の情報
提供と利用への支援がスムー
ズにできるよう市町村との連携

●各課の日々の業務の中で、
DV支援の視点が弱い。
●市町村窓口担当のスキル
アップが必要

・相談者及び入所者に母子での生活自立に関
する情報提供
・相談に応じて被害者の生活再建のために、
生活保護、保育支援、就労支援制度等の情
報提供と利用への支援がスムーズにできるよ
う市町村との連携

・生活の再建に役立った

・相談者及び入所者に母子で
の生活自立に関する情報提供
・相談に応じて被害者の生活
再建のために、生活保護、保
育支援、就労支援制度等の情
報提供と利用への支援がス
ムーズにできるよう市町村との
連携

・居所が確保できない人への対
応
・支援を行うため、相談につな
げる体制整備

●相談に応じて被害者の生活再建
のために、生活保護、保育支援、
就労支援制度等の情報提供と利
用への支援がスムーズにできるよ
う市町村との連携を行う。

●市町村窓口担当のスキルアッ
プが必要

●被害者の生活再建のために、所内生活保護担
当と連携を行うなかで市町村への情報提供を行っ
た。

●市町村へ情報提供及び情報共有を
行うことで、被害者の生活再建となる。

●相談に応じて被害者の生活再
建のために、生活保護、保育支
援、就労支援制度等の情報提供
と利用への支援がスムーズにで
きるよう市町村との連携を行う。

●市町村窓口担当のスキルアップ

   庁内担当者会等を通じて活用で
きる施策等の情報提供の依頼
（市町村に情報提供する際は、県
民生活・男女共同参画課への情報
提供も）

   各課の日々の業務の中で、DV
支援の視点が弱い。

・庁内担当課担当者会を開催１回

・職員がＤＶの基本的な知識を学び、被害者支援
について認識を新たにした

・継続した会の開催が必要
  庁内関係課担当者会の継続実
施

   支援策を所管しておらす、個別
事案についてその都度庁内関係課
と協議している状況なので、会を継
続して実施し、共通認識を持って施
策につなげていくことが必要

●生活保護、保育支援、
就労支援制度等の情報
提供及び利用への支援

県民生活･男女
共同参画課
女性相談支援セ
ンター
福祉保健所

及
び
相
談
体
制
づ
く
り

取
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

・市町村地域福祉アクションプランの策
定および進捗管理にかかる会議での
啓発･情報共有

・市町村における会議開催情報の
キャッチおよび庁内での共有

地域福祉計画策定済み市町村数　３２
ほぼ全ての市町村で地域福祉計画が策定さ
れ、地域の支え合いのネットワークづくりに
向けた基盤ができた

・市町村地域福祉アクションプランの
策定および進捗管理にかかる会議で
の啓発･情報共有

・市町村における会議開催情報の
キャッチおよび庁内での共有

・継続的な指導を積極的に行い、
その必要な措置を他機関と連携し
て実施していく

・他機関との連携方法について
検討を要する

・被害者の相談に対する対応と必要な機関への連
絡ををしている
・関係警察署と連携し適時被害者と関わり指導を
行っている

・市町村、裁判所等他機関との連携を
強化している

・本年度も関係機関との連絡を密
にし連携を取っていく

・手厚く支援を行うため、関係機関
との連携を強める必要がある

市町村との協議の場を活用し、関
係機関と連携したネットワークの構
築と強化を促す。

高齢者虐待防止ネットワーク又
はそれに準じる組織において、各
関係機関が同等の立場で取組
むことができているか。

高齢者及び障害者権利擁護連携会議の開催（Ｈ
24.10.15）
会議での意見交換によって、各団体の行っている
権利擁護に関する取組みが明らかになった。

会議を継続して開催することで、各団体
の連携強化につながる。

市町村との協議の場を活用し、関
係機関と連携したネットワークの
構築と強化を促す。

高齢者虐待防止ネットワーク又は
それに準じる組織において、各関
係機関が同等の立場で取組むこと
ができているか。

■要保護児童対策地域協議会で
の構成機関の連携

■要保護児童対策地域協議会
での構成機関の連携

■要保護児童対策地域協議会での構成機関の連
携及び情報共有
●幡多児相
幡多地域の要対協では女性相談支援センターから
の具体ケースなし

■要保護児童対策地域協議会での構
成機関の連携及び情報共有を行った。

■要保護児童対策地域協議会で
の構成機関の連携及び情報共有

■要保護児童対策地域協議会で
の構成機関の連携強化

●スクールソーシャルワーカーを
新たに、2市町村・3県立中に配置
する。
●スクールソーシャルワーカーの
専門性・対応力向上目指し、講師
を招聘した研修会を実施する。

・スクールソーシャルワーカーを21市町村に配置。
配置人数32名。

・迅速に情報収集を行い、関係機関との
連携がスムーズに行えるようにした。市
町村によっては、専門性を生かせる人
材が少なく、地域の実情にあった活動
ができていない。また、児童虐待やＤＶ
については知識が十分でない。今後は
研修も必要である。

・スクールソーシャルワーカーを24
市町村に配置。配置人数39名。

・スクールソーシャルワーカーにつ
いては、39名のうち初任者が14名
いる。また、４市町村が初めてス
クールソーシャルワーカーを置く。
多様な事例に対する関わり方を
しっかり学んでいく必要がある。

●相談に応じて個別検討会を行 ●相談に応じて個別検討会を行

県民生活・男女共
同参画課
女性相談支援セン
ター
地域福祉政策課
高齢者福祉課
児童家庭課
福祉保健所
児童相談所
教育委員会
警察本部

●地域のネットワークの
構築による情報共有

（
３

）
自

５
地
域
に
お
け

①
自
立
へ
の
継
続
的
な
支
援

●相談に応じて個別検討会を行
い、関係機関の連携により情報共
有を行う。
●ＤＶ連携ネットワーク会議への参
加
●要対協等関係する地域ネット
ワークによる情報共有

●被害者が地域で暮らすことが
できるような地域のネットワーク
づくり

●相談に応じて個別検討会や要対協実務者会で
の情報共有を行い、被害者等への支援を行った。
●DV連携ネットワーク会議への参加

●地域のネットワークの体制が整うこと
で、支援者が安心して地域で暮らすこと
ができる。

●相談に応じて個別検討会を行
い、関係機関の連携により情報共
有を行う。
●ＤＶ連携ネットワーク会議への
参加
●要対協等関係する地域ネット
ワークによる情報共有

●被害者が地域で暮らすことがで
きるような地域のネットワークづくり

   ブロック別関係機関連絡会議の
開催

   市町村をはじめ、地域の福祉
部門とのつながりがないので、調
整に時間がかかる。

・ブロック別別関係機関連絡会議の開催
・ 幡多ブロック 35名 ・香美市・香南市・

南国市ブロック　42名
　
・関係機関との連携が図られ、講演やケース
スタディにより、関係者のＤＶに対する正しい
理解と啓発が図られた

・市町村の福祉担当課や各種福祉
団体とのつながりを今後も構築して
くことが重要

・ブロック別別関係機関連絡会
議の開催ブロック別関係機関
連絡会議の開催５回

・ブロック会未開催地区への説明と
協力依頼

・地域福祉コーディネーター研修等
による相談面接技術の向上
・ＤＶ対策にかかるパンフレットの
設置

・委託元である市町村との問題
意識の共有

地域福祉コーディネーター研修
　開催日8/29　8/30　10/3　10/4
　34名（26事業所）終了

地域福祉コーディネーターのスキルアッ
プにつながったが、あったかふれあいセ
ンターの機能強化のためには、地域福
祉コーディネーター以外のスタッフの実
践力の向上が必要である。

・地域福祉実践に関する研修等に
よる相談支援技術の向上
・ＤＶ対策にかかるパンフレットの
設置

・委託元である市町村との問題意
識の共有

被害者が地域で孤立することがな
いように、相談等で立ち寄れる場
所の一つとして隣保館と連携を進
める。

隣保館運営状況調査時に相談内容及び他機関と
の連携について確認。
隣保館職員に対して、女性の人権についての研
修。

相談内容により、適切な相談機関等を
紹介している。

被害者が地域で孤立することがな
いように、相談等で立ち寄れる場
所の一つとして隣保館と連携を進
める。

地域包括支援センターとあったか
ふれあいセンターの連携強化の推
進を促す。

地域包括支援センター及びあっ
たかふれあいセンターは、他業
務により多忙であるため、業務の
増加に対応することができるの
か。

・地域包括支援ネットワークシステム説明会の開催
（Ｈ24.7.9）参加者：101名
・地域包括支援ネットワークシステム研修会の開催
（Ｈ24.11.14）参加者：94名

・行政、社協、地域包括支援センター、
あったかふれあいセンターの職員に対
して、相互の連携強化によるネットワー
ク構築の必要性を周知することができ
た。

地域包括支援センターとあったか
ふれあいセンターの連携強化の
推進を促す。

地域包括支援センター及びあった
かふれあいセンターは、他業務に
より多忙である。

●あったかふれあいセン
ター等との連携

地域福祉政策課
人権課
高齢者福祉課
女性相談支援セン
ター

自
立
支
援
の
取
組

け
る
取
り
組
み
の
推
進

②
地
域
で
の
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場
所
づ
く
り
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

②
地
域
で
の
居
場
所
づ
く
り

●民間支援団体との連
携

   ブロック別関係機関連絡会議の
開催

   ＤＶ対策連携支援ネットワークの
充実

   地域の福祉団体等とのつなが
りがない。

・ブロック別別関係機関連絡会議の開催
       ・ 幡多ブロック　35名
　　　・香美市・香南市・南国市ブロック　42名
　
・関係機関との連携が図られ、講演やケース
スタディにより、関係者のＤＶに対する正しい
理解と啓発が図られた

・ＤＶ被害者支援等を行う関係機関等集まり
であるＤＶ対策連携支援ネットワークの連絡会
議及び専門研修を開催した。
　・３４団体６２名

・関係者の連携と専門知識の習得が図られ
た。

・市町村の福祉担当課や各種福祉
団体とのつながりを今後も構築して
くことが重要

・参加機関の拡大の検討が必要

・ブロック別別関係機関連絡会
議の開催ブロック別関係機関
連絡会議の開催５回

・ＤＶ対策連携支援ネットワー
ク専門者研修の内容や参加者
の充実

・ブロック会未開催地区への説明と
協力依頼

・参加機関の拡大のための検討

県民生活･男女共
同参画課
女性相談支援セン
ター

●要保護児童対策協議会やケー
ス会等で情報共有しながらＤＶ被
害者へ支援を行っていく
●生活保護世帯の場合は、生活
保護担当者と母子児童担当者で
家庭訪問を行う。

●市町村等関係機関との連携
●要保護児童対策地域協議会
での構成機関の連携

・要保護児童対策地域協議会出席
　　　　　　　　20市町村

・情報共有ができ、しえんすることができ
た

・要保護児童対策協議会やケー
ス会等で情報共有しながらＤＶ被
害者へ支援を行っていく

・要保護児童対策地域協議会での
構成機関の連携

■要保護児童対策地域協議会での構成機関の連
携
○中央児相

■要保護児童対策地域協議会で
の構成機関の連携 女性相談支援セン

５
地
域
に
お

（
３

■要保護児童対策地域協議会で
の構成機関の連携

■要保護児童対策地域協議会
での構成機関の連携

児童相談所における育児支援
　・専門的な知識及び技術を要する相談業務
　・専門職員による調査、判定に基づく援助方針の
策定を支援
●幡多児相
女性相談支援センターからの育児支援依頼なし

・専門的な知識及び技術を要する相談
業務や専門職員による調査、判定に基
づく援助方針の策定を支援した。

の構成機関の連携
●児童相談所における育児支援
　・専門的な知識及び技術を要す
る相談業務
　・専門職員による調査、判定に
基づく援助方針の策定を支援

・要保護児童対策地域協議会での
構成機関の連携

●生活保護世帯の場合は、生活
保護担当者と母子児童担当者で
家庭訪問を行う。

●市町村等関係機関との連携
●所内生活保護担当と母子児童担当で連携を行
い、家庭訪問を行った。また、状況に応じて児童相
談所とも共通認識のもと情報共有を行った。

●家庭訪問を行い母のしんどい気持ち
を聞くことや子育ての悩みを聞くことで、
子どもの健やかな成長に繋がる。

●生活保護世帯の場合は、生活
保護担当と母子児童担当で家庭
訪問を行う。また、必要に応じて
児童相談所と連携を行う。

●市町村等関係機関との連携

・民生委員・児童委員へのＤＶ対策の
周知について市町村および市町村社
協等と協議

・民生委員・児童委員の高齢化や業
務量の増加による後継者不足への
対応

本年度実績なし 本年度実績なし
・民生委員・児童委員ブロック別研修
会等におけるDV対策等の周知

・民生委員・児童委員の高齢化や業務
量の増加による後継者不足への対応

■要保護児童対策地域協議会連
絡会議の運営支援

■連絡会への参加保留市町村
への参加の働きかけ

■要保護児童対策地域協議会や民生委員・児童
委員との連携
○中央児相
地域支援会議の実施(香南市夜須地区）
　・小さな単位（中学校区程度）で民生・児童委員
他直接児童が接する機関が集まって、気になる児
童等の情報共有を行う。

・気になる子ども等について、民生・児
童委員を含めた関係機関が関わること
ができた。

■要保護児童対策地域協議会や
民生委員・児童委員との連携
●地域支援会議の普及
　・民生・児童委員等の地域資源
の積極的な活用を図る。

・要保護児童対策地域協議会での
構成機関の連携

●児童虐待の確証がなくても、
疑った時点で通告することや、ＤＶ
と思われる事案についても速やか
に連絡することを周知し、早期発見
による早期支援につなげる。

・県教育委員会が、各市町村の要保護児童対策地
域協議会へ参加し、要保護児童の実態を把握して
いる。困難なケースについては、スクールソーシャ
ルワーカーやスーパーバイザーの派遣を行ってい
る。また、関係機関への情報提供を行っている。

・市町村間の差が大きく、十分に情報が
把握できていない市町村や関係機関と
の連携が十分でない市町村がある。父
親から母親へのＤＶに関わって、その子
どもへの支援は行っている。

・県教育委員会が、各市町村の要
保護児童対策地域協議会へ参加
し、要保護児童の実態を把握す
る。困難なケースについては、ス
クールソーシャルワーカーやスー
パーバイザーの派遣を行う。ま
た、関係機関への情報提供を行
う。

・ＤＶ等に関する情報を含め、情報
を把握し、迅速に関係機関につな
ぐことが重要である。

地域福祉政策課
児童家庭課
教育委員会

●児童相談所や福祉保健
所等による育児支援

女性相談支援セン
ター
福祉保健所
児童相談所

お
け
る
取
り
組
み
の
推
進
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）
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援
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●要保護児童対策地域
協議会や民生委員・児

童委員との連携
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実行（D) 評価（C)

H24年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット(結果）
　インプット（投入）により具体的に現れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H25年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

基
本
の
柱

重
点
目
標

取
組
項
目

取組の内容

計画（P) 改善（A)　　　　次年度の取組

担当課室

●養護教諭・スクールカ
ウンセラー等による学校
でのケア

●健康観察の実施などによる「気
づき」をもとに、気になる子どもへ
の声がけやアプローチを行う。
●適切なケアを行うための研修の
充実を図る。

・養護教諭を対象とした研修の機
会が少なく、ＤＶに対する認識を
高める機会が確保しずらい。

・スクールカウンセラー等・心の教育アドバイザー
等の配置（平成２４年度）
小学校　83校
中学校　82校
高等学校　33校
特別支援学校　10校
配置人数　48名
・「平成24年度高知県性に関する指導普及推進事
業」教職員研修会で、高知 県人権擁護委員連合
会高知協議会 男女共同参画推進委員長 吉川 葉
子 氏により説明
・第64回高知県養護教員協会後期研究協議大会
で情報提供

・スクールカウンセラーが配置できてい
ない学校があり、支援を要する児童生
徒に対する校内での支援体制を整える
必要がある。
スクールカウンセラー研修講座でＤＶの
研修を行った。
・養護教諭の意識が高まりつつあり、人
権教育の一環としてＤＶに関して集団指
導を計画、実施した高等学校もある。ま
た、平成25年度の第31回高知県養護教
員協会夏季研修会において、デートＤＶ
についての研修が計画されている。

・スクールカウンセラー等・心の教
育アドバイザー等の配置（平成２
４年度）
小学校　102校
中学校　92校
高等学校　36校
特別支援学校　13校
配置人数　53名
・健康観察の実施状況等につい
ての現状把握

・今年度スクールカウンセラーに積
極的に取り組んでもらいたい内容と
して、３点あげている。
①児童生徒向けの「困難やストレ
スの対処等」の授業②教職員向け
の「カウンセリング能力向上」の研
修③保護者向けの講演がある。こ
のような場を通してＤＶ対応を行う。
・学校全体で或いは保健室での健
康観察の徹底及び養護教諭に対し
て、学校保健のコーディネーター役
としてスクールカウンセラーをはじ
め関係者と連携して対応していく意
識を、あらゆる機会に高めていく。

人権教育課

●スクールソーシャルワーカーを
新たに、2市町村・3県立中に配置
する。
●スクールソーシャルワーカーの
専門性・対応力向上目指し、講師
を招聘した研修会を実施する。

・スクールソーシャルワーカーを21市町村に配置。
配置人数32名。

・迅速に情報収集を行い、関係機関との
連携がスムーズに行えるようにした。市
町村によっては、専門性を生かせる人
材が少なく、地域の実情にあった活動
ができていない。また、児童虐待やＤＶ
については知識が十分でない。今後は
研修も必要である。

・スクールソーシャルワーカーを24
市町村に配置。配置人数39名。

・スクールソーシャルワーカーにつ
いては、39名のうち初任者が14名
いる。また、４市町村が初めてス
クールソーシャルワーカーを置く。
多様な事例に対する関わり方を
しっかり学んでいく必要がある。

●市町村等関係機関との連携によ
り、地域での支援をお願いする。

・地域で支援ができるように、市町村等関係機関と
の連携を図った。

・地域で支援体制が整うことにより、被
害者等が安心して生活することができ
る。

・市町村等関係機関との連携によ
り、地域での支援をお願いする。

・市町村等関係機関との連携

・市町村等関係機関との連携

●スクールソーシャル
ワーカー及び市町村職
員等による家庭等での

ケア

女性相談支援セ
ンター

福祉保健所
人権教育課

③
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